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公 開 買 付 説 明 書 

 

 本書により行う公開買付けは、金融商品取引法(昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。)第

２章の２第１節の規定の適用を受けるものであり、本書は金融商品取引法第27条の９の規定により作成

されたものであります。 

 

【届出者の氏名又は名称】 新日鐵住金株式会社 

【届出者の住所又は所在地】 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 

【電話番号】 (03)6867－4111(代表) 

【事務連絡者氏名】 総務室長 松田 浩 

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません 

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません 

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません 

【電話番号】 該当事項はありません 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません 

【縦覧に供する場所】 新日鐵住金株式会社 

（東京都千代田区丸の内二丁目６番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 
 
（注１） 本書中の「公開買付者」及び「当社」とは、新日鐵住金株式会社を指し、「対象者」とは、日新製鋼株式

会社をいいます。 

（注２） 本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総

和と必ずしも一致しません。 

（注３） 本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

（注４） 本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。 

（注５） 本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大

蔵省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

（注６） 本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。 

（注７） 本書において、「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律(昭和63年法律第91号。その後の改正を含み

ます。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日を意味します。 

（注８） 本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数

又は日時を指すものとします。 



（注９） 本書の提出にかかる公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、日本の金融商品取引法で定め

られた手続及び情報開示基準を遵守して実施されますが、これらの手続及び基準は、米国における手続及

び情報開示基準とは必ずしも同じではありません。特に米国1934年証券取引所法（Securities Exchange 

Act of 1934）第13条(e)項又は第14条(d)項及び同条の下で定められた規則は本公開買付けには適用され

ず、本公開買付けはこれらの手続及び基準に沿ったものではありません。本書及び本書の参照書類の中に

含まれる財務情報は、日本の会計基準に基づいた情報であり、当該会計基準は、米国その他の国における

一般会計原則と大きく異なる可能性があります。 

（注10） 本公開買付けに関するすべての手続は、特段の記載がない限り、すべて日本語において行われるものとし

ます。本公開買付けに関する書類の全部又は一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日

本語の書類との間に齟齬が存在した場合には、日本語の書類が優先するものとします。 

（注11） 本書又は本書の参照書類の中の記載には、米国1933年証券法（Securities Act of 1933）第27Ａ条及び米

国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934）第21Ｅ条で定義された「将来に関する記

述」が含まれています。既知もしくは未知のリスク、不確実性又はその他の要因により、実際の結果が

「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等と大きく異なることがあります。公開買

付者及びその関連者（affiliate)は、「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された結果が達

成されることを保証するものではありません。本書又は本書の参照書類の中の「将来に関する記述」は、

本書の日付の時点で公開買付者が有する情報を基に作成されたものであり、法令で義務付けられている場

合を除き、公開買付者又はその関連者は、将来の事象や状況を反映するためにその記述を更新又は修正す

る義務を負うものではありません。 

（注12） 公開買付者、公開買付者及び対象者の各ファイナンシャル・アドバイザー並びに公開買付代理人（これら

の関連者を含みます。）は、それらの通常の業務の範囲において、日本の金融商品取引関連法規制及びそ

の他適用ある法令上許容される範囲で、米国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934)規

則14e－5（b)の要件に従い、対象者の株式を自己又は顧客の勘定で、本公開買付けの開始前、又は本公開

買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）中に本公開買付けによらず買付け

又はそれに向けた行為を行う可能性があります。そのような買付けに関する情報が日本で開示された場合

には、当該買付けを行った者のウェブサイト（又はその他の開示方法)においても英文で開示が行われま

す。 
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第１ 【公開買付要項】 

１ 【対象者名】 

日新製鋼株式会社 

  

２ 【買付け等をする株券等の種類】 

普通株式 

  

３ 【買付け等の目的】 

(1) 本公開買付けの概要 

 当社及び対象者は、平成28年２月１日付プレスリリース「新日鐵住金㈱による日新製鋼㈱の子会社化等の検討開

始について」において公表いたしましたとおり、平成29年３月を目途に当社が対象者を子会社化（以下「本子会社

化」といいます。）すること及びこれを前提に当社が対象者に鋼片（＝鋼材の素材となるもの）を継続的に供給す

ることについて検討（以下「本検討」といいます。）を開始する旨の覚書を平成28年２月１日に取り交わし、以

降、本検討を進めてまいりました。その結果、平成28年５月13日に公表いたしました「新日鐵住金株式会社による

日新製鋼株式会社の子会社化等に関する契約締結及び公開買付け実施に関するお知らせ」（以下「契約締結時プレ

スリリース」といいます。）に記載のとおり、両社は、本子会社化の具体的な方法、当社の対象者に対する出資の

条件等について協議が整ったことから、平成28年５月13日開催のそれぞれの取締役会決議に基づき、同日付で、子

会社化等に関する契約（以下「本子会社化等に関する契約」といいます。）を締結いたしました。本子会社化等に

関する契約の概要については、下記「(3) 本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照ください。 

 本子会社化等に関する契約において、両社は、本公開買付け及び対象者が新たに発行する対象者株式を当社が引

き受ける第三者割当増資（以下「本第三者割当増資」といいます。）の組合せにより、当社による対象者の発行済

株式総数（自己株式を含みます。以下同じです。）の51.00％に至る対象者株式の取得（ただし、当社は、本第三者

割当増資において、払込み完了時の対象者の発行済株式総数に対する所有割合を51.00％とするために必要な数の募

集株式についてのみ払込みを行うこととしており、本公開買付けのみで対象者の発行済株式総数の51.00％を所有す

ることになる場合には、本第三者割当増資の払込みを行いません。）（以下「本取引」といいます。）を目指して

おり、当社は本公開買付けについて、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応を終えること等の条件が

充足された場合、速やかに実施することを予定しておりました。 

 今般、国内外の競争法に基づき本公開買付け前に必要な一定の手続及び対応が完了したことを受け、当社は、本

子会社化等に関する契約に定める本公開買付け実施のための前提条件が充足されたことを確認し、平成29年２月２

日開催の取締役会において、当社による対象者の子会社化を目的として、本公開買付けを平成29年２月３日から開

始することを決議いたしました。また、当社が本公開買付けのみで対象者の発行済株式総数の51.00％を所有せず、

本第三者割当増資に係る払込みを行う場合は、その払込日を本公開買付けの決済の開始日と同日にすることも併せ

て決議しております。 

 本書提出日現在、対象者株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に

上場されておりますが、本取引は、当社が対象者を子会社化することを目的とするものであること及び対象者は本

取引後も対象者株式の上場を維持する方針であることから、本取引の一環である本公開買付けの買付予定数の上限

は、本書提出日時点で当社が所有している対象者株式数と併せて、当社の株式所有割合（対象者の発行済株式総数

に占める、所有株式数の割合をいいます。以下同じです。）が51.00％となる46,896,300株としており、本公開買付

けに応じて応募された株券等（以下「応募株券等」といいます。）の総数が買付予定数の上限を超える場合は、当

社は、その超える部分の全部又は一部の買付け等は行わず、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分

比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。他方、本公開買付けにおいては買付

予定数の下限は設定しておりませんので、応募株券等の総数が買付予定数の上限以下の場合は、当社は、応募株券

等の全部の買付け等を行います。 
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 なお、契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、平成28年５月13日時点における

意見として、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けに賛同の意見を表明する旨、及び本公開買付けに応

募するか否かについては、本公開買付けにおける買付け等の予定価格（以下「本公開買付予定価格」といいま

す。）に合理性はあると考えられる一方、上記のとおり本取引後も対象者株式の上場を維持していく方針であるこ

とから、対象者の株主の皆様のご判断に委ねる旨を同日開催の取締役会において南憲次氏を除く取締役９名の全員

一致により決議したとのことです。なお、平成28年５月13日時点における対象者取締役のうち南憲次氏は、公開買

付者かつ本第三者割当増資の引受予定先である当社（当時：新日本製鐵株式会社）に役員として在籍していたこと

があるため、利益相反の疑いを回避する観点から、本取引に関する対象者の取締役会での審議及び決議に一切参加

していないとのことです。本公開買付けは、上記のとおり一定の事項を条件として開始される予定とされており、

その開始までに一定の時間がかかることが予想されたため、上記取締役会においては、本公開買付けが開始される

時点で、改めて協議の上、本公開買付けに関する意見表明を行うことを併せて決議したとのことです。 

 今般、対象者が平成29年２月２日付で公表いたしました「新日鐵住金株式会社による当社株式に対する公開買付

けに関する意見表明のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、平成29年

２月２日開催の取締役会において、全ての取締役が出席し、栁川欽也氏を除く出席した取締役９名の全員一致によ

り、本公開買付けに賛同の意見を表明する旨を改めて決議したとのことです。また、平成29年２月２日現在におい

ても本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）は下記「(4) 本公開買付けの

ためにとられた手続」の「② 対象者による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」に記載の対象者

の株式価値の算定結果に照らして相当なものと考えているものの、本公開買付けには買付予定数に上限が設定さ

れ、本取引後も対象者株式の上場を維持していく方針であるため、対象者株主の皆様が本公開買付けに応募するか

否かについては、中立の立場を取り、対象者株主の皆様のご判断に委ねるべきとの判断に至ったことから、その旨

を併せて決議したとのことです。なお、対象者取締役のうち栁川欽也氏は、公開買付者かつ本第三者割当増資の引

受予定先である当社に役員として在籍していたことがあるため、利益相反の疑いを回避する観点から、本取引に関

する取締役会での審議及び決議に一切参加していないとのことです。 

 また、契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、平成24年10月１日付で「株式の

大量買付けに関する適正ルール（買収防衛策）」を導入しておりますが、当該ルールの趣旨に従って検討を行った

結果、平成28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付けが対象者の企業価値及び株主共同の利益の最大化

に資すると判断する旨を決議したとのことです。 

  

 上記のとおり、本取引は、本公開買付け及び本第三者割当増資の組合せにより、当社による対象者の発行済株式

総数の51.00％に至る対象者株式の取得を目指すものです。これは、公開買付けという取引の性質上、本公開買付け

実施後の当社の株式所有割合が決済完了時まで確定しないことから、本公開買付けにより目指した51.00％という株

式所有割合に不足が生じた場合に当社が本第三者割当増資の払込みを行うことで、本子会社化を確実に実行するこ

とを企図しています。当社及び対象者は、本取引において、本公開買付け及び本第三者割当増資を本子会社化のた

めの一連の手続と考えており、本第三者割当増資は本公開買付けを補完するものと位置づけております。 

 契約締結時プレスリリース及び対象者が平成28年５月13日付で公表いたしました「第三者割当により発行される

株式の募集に関するお知らせ」（以下「第三者割当プレスリリース」といいます。）に記載のとおり、対象者は、

平成28年５月13日開催の取締役会において、当社を引受人とする本第三者割当増資について決議したとのことで

す。その後、対象者は、本第三者割当増資において、当社が会社法第206条の２第１項に規定する特定引受人に該当

することを受け、同条第４項及び第５項に基づき、平成28年６月24日開催の対象者の第４回定時株主総会（以下

「対象者第４回定時株主総会」といいます。）に、本第三者割当増資に係る募集株式引受契約（以下「本募集株式

引受契約」といいます。）の承認に係る議案を上程し、対象者第４回定時株主総会において、当該議案は原案どお

り承認可決されたとのことです。なお、会社法第206条の２第４項は、特定引受人による募集株式の引受けについ

て、総株主の議決権の10分の１以上の議決権を有する株主による反対通知がなされた場合に、株主総会による承認

が必要である旨を規定しておりますが、対象者は、本第三者割当増資の重要性に鑑み、当該反対通知の有無にかか

わらず、本募集株式引受契約について対象者株主の皆様の承認を得ることが適切と判断し、対象者第４回定時株主

総会の議案として上程し、対象者株主の皆様の承認を得たとのことです。 
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(2) 本公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付け後の経営方針 

① 本公開買付けの目的及び背景 

(a) 両社を取り巻く事業環境 

 経済・産業の発展とともに、世界の鉄鋼需要が中長期的には着実に増加することが見込まれているものの、

近年、中国において、急速に生産能力が拡大され、約11億トン/年もの粗鋼生産能力を有するに至る一方、経済

成長の鈍化による鋼材需要の減少に伴い約４億トン/年の過剰能力が生まれ、日本の年間粗鋼生産量に相当する

約１億トン/年もの余剰鋼材が東南アジアをはじめとする世界各国に輸出された結果、世界各国でアンチダンピ

ングやセーフガード等の保護貿易的措置が急増しております。また、足下では、需給緩和により平成28年末ま

で継続して低迷していた鋼材市況や、原料炭価格の上昇などの影響が、世界の鉄鋼各社の収益を圧迫しており

ます。一部には、中国の過剰生産能力の解消に向けた動きが見られるものの、それには相当程度の時間を要す

ることが予想され、また、日本国内の鋼材消費も人口減少の影響等に鑑みれば今後の著しい拡大は期待できな

いこと、中国や東南アジアの沿岸部における最新鋭製鉄所が相次いで本格稼働すること等からして、鉄鋼事業

を取り巻く環境は一層厳しくなっていくものと考えております。 

 また、当社、対象者各々のグループが手がけるステンレス事業については、中国をはじめとする海外ステン

レスメーカーの生産能力が増強され、両社各々のグループはステンレス粗鋼生産規模で世界10位圏外となり、

国内市場ではこれら海外のステンレスメーカーからの輸入品が増加するなど、国内外で競争が一層激化してお

ります。 

 こうした中、当社及び当社グループ会社並びに対象者及び対象者グループ会社（以下総称して「両社グルー

プ」といいます。）の収益も急速に悪化しておりますが、足下の厳しい事業環境下においても持続的な利益成

長を実現していくためには、国内競合者はもとより海外競合者に対しても優位性を維持し、収益力を一層強化

していくことが、両社グループの喫緊の課題であると考えております。 

  

(b) 両社のこれまでの取組み及び今回の経緯 

 当社は、平成24年10月の新日本製鐵株式会社（昭和25年設立）と住友金属工業株式会社（昭和24年設立）と

の経営統合により発足いたしました。自動車、造船、エネルギー、家電、産業機械、土木・建築分野などあら

ゆる分野の鋼材製品を製造・販売する鉄鋼メーカーとして、世界最高水準の技術力を有し、得意とする高級鋼

分野ではお客様から高い評価を得ています。当社は、上記経営統合以降、技術先進性、コスト競争力、グロー

バル展開の三本柱をベースに『総合力世界No.１の鉄鋼メーカー』を志向し、経営統合による旧両社の技術融合

や効率化によるコストダウン、設備集約、海外下工程への投資、グループ会社の統合再編等を推進することに

より、平成25年３月13日公表の当社の中期経営計画に掲げたように、2,000億円/年の統合効果の発揮等による

収益力の向上及び財務体質の改善を着実に進めております。また、当社は、平成27年３月には、「2017年中期

経営計画」を策定し、国内製造基盤の強化と海外拠点の収益拡大を企業価値向上の両輪として、揺るぎない

『総合力世界No.１の鉄鋼メーカー』の実現に向け、足下の事業環境が悪化する中でも、事業基盤強化や成長に

向けた投資を着実に実行しております。 

 一方、対象者は、平成26年４月に、日新製鋼ホールディングス株式会社（平成24年設立）、旧・日新製鋼株

式会社（昭和34年設立）及び日本金属工業株式会社（昭和７年設立）の合併により発足いたしました。表面処

理鋼板、特殊鋼、ステンレス鋼などに特化した鉄鋼メーカーであり、表面処理鋼板の分野において、亜鉛めっ

き鋼板やアルミめっき鋼板は月星印のブランド名とともにマーケットから高い評価を得ているほか、ステンレ

ス鋼の分野では国内にステンレス鋼を普及させたパイオニアでもあります。また、日新製鋼ホールディングス

株式会社の設立以降、コストダウンによる事業競争力強化、グローバル展開とコア製品戦略（対象者の強みで

ある、表面処理鋼板、特殊鋼、ステンレス鋼といったコア製品分野の強化）による収益の多層化、お客様中心

主義の深化による新たな市場創造といった平成24年11月策定の「24号中期連結経営計画」に掲げた施策を着実

に実行し、一定の成果をあげております。 

 

─ 3 ─



 こうした中、対象者は、足下の国内外の極めて厳しい事業環境を踏まえ、独自に事業基盤強化の検討を進め

てまいりました。具体的には、上記コア製品戦略に基づく競争力のある製品への経営資源の集中と、平成31年

度末までに呉製鉄所の第１高炉を拡大改修し、第２高炉を休止する高炉１基体制への移行を伴う鉄源工程（高

炉・製鋼）の合理化等について検討を行いました。そして、対象者は、当社の前身である八幡製鐵株式会社か

らの昭和26年10月の出資受け入れ以来、高炉改修時の鋼片供給や事業会社への共同出資等の連携施策の実施や

人的交流等を通じ長年にわたって信頼関係を構築してきた当社から、鉄源工程の合理化に伴い不足する鋼片の

供給を受けることを含めた事業構造改革の実施が、対象者の企業価値向上に資すると判断し、平成27年８月、

当社に対し協力を要請いたしました。 

 かかる要請並びに両社を取り巻く市場環境や両社の事業戦略を踏まえて、両社間で継続して協議を行った結

果、①当社が競合関係にある対象者への継続的な鋼片供給を実施するためには対象者の子会社化が必要である

こと、②今後の厳しい事業環境において両社が世界で勝ち残るためには、単なる鋼片供給にとどまらず、それ

ぞれがこれまでに培ってきた経営資源を持ち寄り、相乗効果を創出し競争力を高めることが不可欠であり、そ

のためにも子会社化が必要であること、の２点で両社の認識が一致したため、平成28年２月１日、両社は、本

検討を開始する旨の覚書を締結し、同日付で本検討の開始について公表いたしました。そして、覚書の締結

後、両社は、同年２月上旬に設置した両社検討委員会（本件に関する基本事項を確認・議論する場として両社

副社長を委員長とし関係役員クラスで構成）の下で、当社において実施した対象者に対する買収監査（同年２

月下旬～５月上旬にかけ実施、以下「デュー・ディリジェンス」といいます。）を含めて両社間で協議・検討

を重ね、同年５月13日に、本子会社化の方法（本公開買付け及び本第三者割当増資の組合せによる本取引）、

出資比率、本子会社化実現後の平成31年度を目途とした当社から対象者に対する鋼片供給の実施等に関して合

意し、本子会社化等に関する契約の締結に至りました。 

 その後、当社は、本子会社化の実現に向けて諸準備を進めてまいりましたが、今般、当社による対象者株式

の取得について、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応を終えること等の条件が充足されたこと

から、平成29年２月２日開催の取締役会において、本公開買付けを平成29年２月３日から開始すること及び当

社が本第三者割当増資に係る払込みを行う場合は、その払込日を本公開買付けの決済の開始日と同日とするこ

とを決議いたしました。 

  

② 本公開買付け後の経営方針 

(a) 両社が目指す姿 

 両社は、本子会社化の実現により、新たに対象者を加えた当社グループとして『総合力世界No.１の鉄鋼メー

カー』の地位を強化し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。併せて、競争力向上

の観点から、本子会社化を前提に当社による対象者への鋼片の継続的供給を実施いたします。両社は、これら

の施策の実現を通じてお客様に貢献するとともに、豊かな社会の創造・発展に寄与してまいりたいと考えてお

り、具体的には以下の施策・目標の実現に取り組みます。 

  

(i) 両社グループの経営資源を活かした相乗効果の創出 

 当社の強みは、世界トップレベルの技術先進性・商品対応力と、鉄源を中心としたコスト競争力及びグ

ローバル対応力であり、対象者の強みは、需要家のニーズに即したきめ細かな開発営業等（需要家の設計

段階からのソリューション提案等）による顧客・市場対応力であります。両社は、各々の経営資源を持ち

寄り、各々の強みを活かした相乗効果（下記「(b) 期待される相乗効果」をご参照ください。）を創出す

ることにより、お客様のニーズに応えうるより良い商品・技術・サービスを国内及び海外に提供し、収益

力の向上を図ります。 

  

(ii) 連携施策の推進 

 両社は、本子会社化の実現後、鋼片供給の実施に加え、操業、技術、設備、原料・資機材調達、製造現

場マネジメント（安全、環境、防災、整備等）分野における相互連携による効率化等を内容とする様々な

連携施策を推進し、グローバル競争を勝ち抜くコスト競争力を構築します。 
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(iii) 企業価値の最大化と株主・資本市場からの評価の向上 

 両社は、本子会社化を通じ、資金・資産の効率的活用により強固な財務体質を構築し、健全で持続的な

成長と中長期的な企業価値の最大化を図り、株主の皆様及びその他の資本市場からもより高い評価を得ら

れるよう取り組みます。 

  

(b) 期待される相乗効果 

 今回施策により、両社では以下のような相乗効果の創出が可能になると考えており、現時点では200億円/年

以上の効果を想定しております。国内外の競争当局から承認が得られたことを受け、今後、具体化に向けた検

討を深める予定です。 

＜相乗効果 例＞ 

(i) 操業技術、設備・保全等のベストプラクティス追求 

・優位技術の相互供与による操業・技術シナジーの最大限の発揮 

・保全技術相互供与、製造所間ピーク要員融通 

・設備投資の効率化（購入安価化、工事効率向上等） 

(ii) 原料、資機材等の調達コスト削減 

・原料：原料輸送の効率化、副原料・燃料等の調達最適化 

・資機材：共通資材の調達最適化 

(iii) グループ全体での効率的な生産の追求 

・地域別最適生産体制の構築 

・海外生産・営業拠点の強化・活用 

(iv) グループ会社の効率化 

・両社のグループ会社の最適な相互起用  

・両社グループにおける機能分担会社（物流会社等）の相互連携 

(v) 資金・キャッシュフロー対策 

・グループファイナンス対策、重複保有資産（株式等）の効率化 

(vi) 高炉改修等の大規模投資回避等による固定費削減 

(vii) 鋼片供給による稼働率向上 

  

(3) 本公開買付けに関する重要な合意等 

 上記「(1) 本公開買付けの概要」に記載のとおり、当社及び対象者は、平成28年５月13日開催のそれぞれの取締

役会決議に基づき、同日付で、本子会社化等に関する契約を締結いたしました。本子会社化等に関する契約の概要

は以下のとおりです。 

  

(a) 本子会社化等に関する契約の目的と概要 

 当社及び対象者は、各々がこれまでに培ってきた経営資源を持ち寄り、相乗効果を創出することで競争力を高

め、新たに対象者を加えた当社グループとして『総合力世界No.１の鉄鋼メーカー』の地位を強化し、持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上を図り、豊かな社会の創造発展に寄与することを狙いとして、平成29年３月31日

を目途に本子会社化を行うこと、また、本子会社化の手続として、本公開買付け及び本第三者割当増資を行うこ

とに合意する。併せて、当社及び対象者は、本子会社化を前提に、平成31年度内を目途として、当社による対象

者への鋼片供給を開始することに合意する。 
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(b) 本公開買付けの実施 

 当社は、(i)対象者が、本子会社化等に関する契約締結日及び当社が本公開買付けの開始を決定する日（以下

「本公開買付開始決定日」といいます。）に、それぞれ本公開買付けに賛同する旨の適法かつ有効な取締役会決

議（以下「本賛同決議」といいます。）を行い、その公表を行っていること、(ii)対象者が、本子会社化等に関

する契約締結日において、対象者の平成24年10月１日付「株式の大量買付けに関する適正ルール（買収防衛

策）」に基づき、本公開買付けが対象者の企業価値及び株主共同の利益の最大化に資すると判断する旨の適法か

つ有効な取締役会決議を行い、その公表を行っていること、(iii)対象者第４回定時株主総会で本募集株式引受契

約の承認に係る議案が適法かつ有効に決議されていること、(iv)本第三者割当増資の払込みが本第三者割当増資

の払込期間の末日までに完了することを妨げる事象が生じていないこと、(v)本公開買付開始日において、対象者

の表明及び保証（注１）が重要な点において真実かつ正確であること、(vi)本子会社化等に関する契約に基づ

き、本公開買付開始日までに対象者が履行し又は遵守すべき義務（注２）が、重要な点において全て履行され、

又は遵守されていること、(vii)国内外の競争法に基づき必要な届出又は待機期間が満了若しくは早期終了、これ

らによる承認その他の手続が完了していること、(viii)本取引を制限又は禁止する旨のいかなる法令等又は司

法・行政機関その他の権限ある機関によるいかなる命令、処分、決定若しくは判決も存在していないこと、(ix)

対象者の連結ベースでの事業、資産、負債、財政状態、経営成績、キャッシュフロー若しくは将来の収益計画に

重大な悪影響を与える事象その他本取引に重要な影響を与える事象が生じていないこと、(x)天災地変その他当社

の責に帰さない事由により本公開買付開始日において本公開買付けの開始が社会通念上不可能と認められる影響

が生じていないこと、(xi)対象者に関する重要事実（法第166条第２項に定める重要事実並びに法第167条第２項

に定める公開買付け等の実施に関する事実及び中止に関する事実を意味する。以下同じ。）又は重要事実に該当

するおそれがあると合理的に認められる事実で、未公表のものが存在しないことの各条件が充足される場合、本

公開買付けを実施する。ただし、当社は、これらの条件の全部又は一部につき、その裁量でこれを放棄し、本公

開買付けを実施することができる。 

（注１） 対象者は、当社に対して、(a)対象者の適法かつ有効な設立及び存続、(b)本子会社化等に関する契約の

締結及び履行に関する権限及び権能の存在、(c)本子会社化等に関する契約に基づき対象者が負う義務

の強制執行可能性、(d)関連法令等に従った許認可等の取得、(e)法令等との抵触の不存在、(f)倒産手

続の不存在、(g)対象者の株式等に関する事項、(h)法定開示書類の適切性、(i)財務諸表の適正性、(j)

重要な後発事象の不存在、(k)偶発債務等の不存在、(l)重大な法令違反又は第三者からの重大な賠償請

求の不存在、(m)反社会的勢力との関係の不存在、(n)未公表の重要事実の不存在、(o)当社に対する適

切な開示について表明及び保証を行っています。 

（注２） 対象者は、(a)未公表の重要事実の当社に対する通知義務、(b)通常の業務の範囲内において従前の事業

に従事し、適正な会計記録等を維持する義務、(c)一定の重要事項について当社の事前承諾を得る義

務、(d)本取引に関する重要な事実の報告義務、(e)本取引に関連して同意取得が必要な契約について同

意取得するよう最大限努力する義務、(f)本取引に関連して通知等が必要な契約について通知等を行う

義務、(g)表明及び保証事項等に誤りがあった場合に速やかに訂正する義務、(h)対象者グループ各社に

対する追加的な調査に応じる義務を負っています。 

  

(c) 本公開買付けへの対象者の賛同等 

 対象者は、本子会社化等に関する契約締結日及び本公開買付開始決定日と同日に、それぞれ、本賛同決議を行

い、これを公表するものとし、公開買付期間が終了するまで、本賛同決議を変更し又は本賛同決議と矛盾する内

容の取締役会決議を行わないものとする。なお、本公開買付開始決定日における対象者による本賛同決議は、(i)

当社の表明及び保証が本公開買付開始決定日において重要な点において真実かつ正確であること、(ii)本子会社

化等に関する契約に基づき、本公開買付開始決定日までに当社が履行し又は遵守すべき義務が、重要な点におい

て全て履行され又は遵守されていることの各条件がすべて充足されることを条件とする。ただし、対象者は、こ

れらの条件の全部又は一部につき、その裁量でこれを放棄し、本賛同決議を行うことができる。 
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(d) 本第三者割当増資の内容 

 対象者は、本子会社化等に関する契約締結日（平成28年５月13日）に開催する取締役会において、以下の募集

事項に従い、当社を引受人とし、対象者の株式95,706,600株（以下「本募集株式」といいます。）を発行する旨

を決定する。 

  

(e) 本第三者割当増資に係る払込み 

 当社は、(i)本公開買付けに係る決済が完了していること、(ii)本募集株式の発行のために対象者において会社

法、金融商品取引法その他の法令等で必要とされる一切の手続が適法かつ有効に履践されていること、(iii)本第

三者割当増資に係る払込みを行う日（以下「本払込日」といいます。）において、対象者の表明及び保証（上記

「(b) 本公開買付けの実施」（注１）参照。）が重要な点につき真実かつ正確であること、(iv)本子会社化等に

関する契約に基づき、本払込日までに対象者が履行し又は遵守すべき義務（上記「(b) 本公開買付けの実施」

（注２）参照。）が、重要な点において全て履行され、又は遵守されていること、(v)本取引を制限又は禁止する

旨の法令等又は司法・行政機関その他の権限ある機関による命令、処分、決定若しくは判決が存在していないこ

と、(vi)対象者の連結ベースでの事業、資産、負債、財政状態、経営成績、キャッシュフロー若しくは将来の収

益計画に重大な悪影響を与える事象その他本取引に重要な影響を与える事象が生じていないこと、(vii)本払込日

前に本子会社化等に関する契約が終了していないことの各条件が充足される場合、本募集株式のうち、増資後株

式所有割合（本書提出日時点で当社が所有している対象者株式数、当社が本公開買付けにより取得する対象者株

式数及び本第三者割当増資により当社が取得することになる対象者株式数の合計数を分子とし、本第三者割当増

資の払込完了時の対象者の発行済株式総数を分母として算出される、所有株式数の割合をいいます。以下同じで

す。）を51.00％とするために必要な数の株式（ただし、100株未満を切り上げる。）について払込みを行う。た

だし、当社は、これらの条件の全部又は一部につき、その裁量でこれを放棄し、本第三者割当増資に係る払込み

を行うことができる。なお、当社が本公開買付けに係る決済完了時において、当該時点の対象者の発行済株式総

数の51.00％を所有するときは、当社は本第三者割当増資に係る払込みを行わない。 

  

(f) 鋼片供給 

 当社は、本取引により本子会社化が実現した後、平成31年度内を目途に、対象者に対する鋼片の有償による継

続的供給を開始し、対象者はこれを購入することとする。供給の開始時期、供給量、価格等の具体的な条件は、

別途両社間で協議の上決定するものとする。 

  

(g) 本子会社化後の方針 

 対象者は、本取引の実行完了日後、当社の書面による事前の承諾なく、新たな株式の発行、自己株式の処分

等、当社の対象者に対する議決権割合が51.00％を下回ることとなる行為はしないものとする。 

  

 

(1) 募集株式の数 95,706,600株 

(2) 払込金額 １株につき金1,620円 

(3) 払込期間 平成28年12月１日から平成29年６月23日まで 

(4) 増加する資本金及び資本準
備金に関する事項 

(ⅰ) 資本金 会社計算規則第14条第１項の規定に従い算定される資本
金等増加限度額の２分の１に相当する額（ただし、千円未満は切
り上げる。） 

(ⅱ) 資本準備金 会社計算規則第14条第１項の規定に従い算定される
資本金等増加限度額から（ⅰ）の資本金の増加額を控除した額 

(5) その他 

(ⅰ) 本第三者割当増資は、新株の発行により行うものとし、自己株式
の処分によらないものとする。 

(ⅱ) 当社による払込みが、対象者の株主総会における権利行使の基準
日後になされた場合、当社は、当該株主総会において、当社の払
込みにより発行された新株に係る議決権を行使することができる
ものとする。 
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(4) 本公開買付けのためにとられた手続 

① 当社による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

 契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、当社は、平成28年５月の段階で、本公開買付予

定価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関である野村證券株式会社（以下「野村

證券」といいます。）に対して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公開買付けにお

ける算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー

法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は野村證券から平

成28年５月12日に対象者の株式価値に関する株式価値算定書（以下「本株式価値算定書」といいます。）を取得

いたしました。なお、野村證券は当社及び対象者の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利

害関係を有しておりません。また、当社は野村證券から、本公開買付予定価格又は本公開買付価格の公正性に関

する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 本株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定された対象者株式の１株当たりの株式

価値の範囲は以下のとおりです。 

市場株価平均法（基準日①） ：  1,127円～1,263円 

市場株価平均法（基準日②） ：  1,303円～1,478円 

類似会社比較法 ：         985円～1,535円 

ＤＣＦ法 ：            939円～2,201円 

 市場株価平均法では、本検討を開始する旨の覚書締結の前営業日である平成28年１月29日を算定基準日（以下

「基準日①」といいます。）として、対象者株式の東京証券取引所市場第一部における基準日①の終値1,127円、

基準日①から遡る直近５営業日の終値単純平均値1,147円（小数点以下四捨五入。以下、終値単純平均値の算出に

ついて同様です。）、直近１ヶ月間の終値単純平均値1,168円、直近３ヶ月間の終値単純平均値1,263円及び直近

６ヶ月間の終値単純平均値1,223円、並びに平成28年５月12日を算定基準日（以下「基準日②」といいます。）と

して、対象者株式の東京証券取引所市場第一部における基準日②の終値1,478円、基準日②から遡る直近５営業日

の終値単純平均値1,476円、直近１ヶ月間の終値単純平均値1,430円、直近３ヶ月間の終値単純平均値1,345円及び

直近６ヶ月間の終値単純平均値1,303円を基に、対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は、1,127円から1,478

円までと分析しております。 

 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益等を示す財務指標と

の比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、その１株当たりの株式価値の範囲は、985円から1,535円までと分

析しております。  

 ＤＣＦ法では、対象者の平成29年３月期から平成36年３月期までの事業計画における収益や投資計画、一般に

公開された情報等の諸要素等を前提として、平成29年３月期以降に対象者が将来創出すると見込まれるフリー・

キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株

式の１株当たりの株式価値の範囲は、939円から2,201円までと分析しております。 

 当社は、野村證券から取得した本株式価値算定書の算定結果に加え、当社によるデュー・ディリジェンスの結

果、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレ

ミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者株式の当時の直近１年間の市場株

価の動向及び本公開買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果等を踏ま

え、平成28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当たり1,620円とすることを決定いた

しました。その後、当社は、平成29年２月２日開催の取締役会において、対象者の業況や本取引を取り巻く環境

などに重大な変更が見られないこと、対象者に対して平成28年11月から平成29年１月までの期間において追加的

に実施したデュー・ディリジェンスにおいても対象者の企業価値に重大な影響を与える事象は発見されなかった

ことなどを確認し、本公開買付価格を本公開買付予定価格と同じ１株当たり1,620円とすることを決定しておりま

す。 
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 なお、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本検討を開始する旨の覚書締結の前営業日である平成28年

１月29日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値1,127円に対して43.74％（小数点以下第三位を

四捨五入。本項において以下同様の箇所は全て同様です。）、平成28年１月29日までの直近５営業日の終値単純

平均値1,147円に対して41.24％、平成28年１月29日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値1,168円に対して

38.70％、平成28年１月29日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,263円に対して28.27％及び平成28年１月29日

までの直近６ヶ月間の終値単純平均値1,223円に対して32.46％のプレミアムを加えた金額となります。 

 また、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本子会社化等に関する契約締結の前営業日である平成28年

５月12日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値1,478円に対して9.61％、平成28年５月12日まで

の直近５営業日の終値単純平均値1,476円に対して9.76％、平成28年５月12日までの直近１ヶ月間の終値単純平均

値1,430円に対して13.29％、平成28年５月12日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,345円に対して20.45％及

び平成28年５月12日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値1,303円に対して24.33％のプレミアムを加えた金額と

なります。 

 更に、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本公開買付けの開始についての公表日の前営業日である平

成29年２月１日の対象者株式の東京証券取引所市場第一部における終値1,534円に対して5.61％、平成29年２月１

日までの直近５営業日の終値単純平均値1,533円に対して5.68％、平成29年２月１日までの直近１ヶ月間の終値単

純平均値1,516円に対して6.86％、平成29年２月１日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,474円に対して

9.91％及び平成29年２月１日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値1,398円に対して15.88％のプレミアムを加え

た金額となります。並びに、本書提出日の前営業日である平成29年２月２日の対象者株式の東京証券取引所市場

第一部における終値1,523円に対して6.37％のプレミアムを加えた金額となります。 

  

② 対象者による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

 他方、契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、平成28年５月の段階で、本公

開買付けに関する意見表明を行うにあたり、その公正性を担保すべく、当社及び対象者から独立した第三者算定

機関としてフィナンシャル・アドバイザーである三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「三菱Ｕ

ＦＪモルガン・スタンレー証券」といいます。）に対し、対象者株式の価値算定を依頼し、平成28年５月13日付

で株式価値算定の結果に関する株式価値算定書を取得したとのことです。なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

ー証券は、当社及び対象者の関連当事者には該当せず、当社及び対象者との間で重要な利害関係を有していない

とのことです。また、対象者は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本公開買付予定価格又は本公開買付価

格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。 

 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価法、類似企業比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者

の株式価値評価分析を実施したとのことです。 

上記各手法に基づいて算定された対象者株式の１株当たりの株式価値（基準日における対象者発行済株式総数

（自己株式控除後）に基づきます。以下同様です。）の範囲は以下のとおりとのことです。 

市場株価法（基準日A） ：  1,168円～1,263円 

市場株価法（基準日B） ：  1,303円～1,430円 

類似企業比較法 ：      663円～1,494円 

ＤＣＦ法 ：        1,434円～1,748円 

 市場株価法では、東京証券取引所市場第一部における対象者株式について、本検討を開始する旨の覚書締結の

前営業日である平成28年１月29日を算定基準日（以下「基準日A」といいます。）として、基準日Aの終値1,127

円、基準日Aから遡る直近１ヶ月間の終値の単純平均値1,168円、直近３ヶ月間の終値の単純平均値1,263円、直近

６ヶ月間の終値の単純平均値1,223円、並びに平成28年５月12日を基準日（以下「基準日B」といいます。）とし

て、基準日Bの終値1,478円、基準日Bから遡る直近１ヶ月間の終値の単純平均値1,430円、直近３ヶ月間の終値の

単純平均値1,345円、直近６ヶ月間の終値の単純平均値1,303円を基に、対象者株式の１株当たりの株式価値を

1,168円から1,430円までと算定したとのことです。 

 次に、類似企業比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価と収益等を示す財務

指標との比較を通じて、対象者の株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲を663円から

1,494円までと分析したとのことです。 
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 ＤＣＦ法においては、対象者の平成29年３月期から平成36年３月期までの事業計画、直近までの業績の動向、

事業環境等の諸要素を考慮した平成28年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出す

と見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析

し、対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲を1,434円から1,748円までと算定したとのことです。なお、ＤＣ

Ｆ法による分析に用いた対象者の平成29年３月期から平成36年３月期までの事業計画においては、在庫評価損の

減少により平成29年３月期に大幅な増益を、また、呉製鉄所第２高炉休止に伴う一過性費用が平成32年３月期に

発生することにより、平成32年３月期は大幅な減益、翌平成33年３月期は大幅な増益を、それぞれ見込んでいる

とのことです。 

（注） 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の分析及びその基礎となる対象者株式の株式価値の分析は、当社に

よる対象者株式への本公開買付けに対する意見表明の検討に当たって対象者の取締役会の参考に資するた

めのみに同取締役会に宛てたものです。当該分析は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券又はその関係

会社による財務上の意見又は推奨を構成するものではなく、本取引に関する一切の対象者又は公開買付者

の株主の行動につき、当該株主に対して、意見を述べたり、また、推奨を行うものでもありません。三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、その分析にあたり、既に公開されている情報又は対象者によって提

供等され入手した情報が正確かつ完全なものであることを前提としてこれに依拠しており、当該情報の正

確性及び完全性につき独自の検証を行っておりません。また三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、本

取引により期待される戦略上、財務上及び事業運営上のメリットに関する情報を含む財務予測につき、対

象者の将来の財務状況に関する平成28年５月12日時点で入手可能な最善の予測及び判断を反映するものと

して、対象者の経営陣によって合理的に用意・作成されたものであることを前提としております。三菱Ｕ

ＦＪモルガン・スタンレー証券は対象者の資産及び負債について、独自の評価・査定は行っておらず、ま

た評価・査定の提供を一切受けておりません。三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の分析は、対象者株

式価値算定書作成日の前営業日現在における金融、経済、為替、市場その他の状況及び、同日現在におい

て三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券が入手している情報に基づくものです。同日以降に生じる事象

が、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の分析及び同算定書の作成に用いられた前提に影響を及ぼす可

能性はありますが、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、同算定書及び分析を更新し、改訂し、又は

再確認する義務を負うものではありません。対象者株式価値算定書の作成及びその基となる分析は複雑な

過程を経ており、必ずしも部分的な分析や要約した記載に適したものではありません。同算定書で記載さ

れている特定の分析に基づく評価レンジを、対象者の実際の価値に関する三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

ー証券による評価であると捉えることはできません。 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、本取引に関し、対象者のフィナンシャル・アドバイザーとして

役務を提供し、当該役務の対価として手数料を受領する予定です。なお、手数料の一部の受領は、本取引

の完了を条件としています。 

  

③ 対象者における独立した法律事務所からの助言 

 契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、取締役会の意思決定過程における公

正性を担保するための措置として、対象者及び公開買付者である当社から独立したリーガル・アドバイザーであ

る野村綜合法律事務所から、本公開買付けを含む本取引に関する取締役会の意思決定の方法・過程について必要

な法的助言を受けているとのことです。 
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④ 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全員の異議がない旨の意

見 

 契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、平成28年５月13日開催の取締役会に

おいて、全ての取締役が出席し、南憲次氏を除く出席した取締役９名の全員一致により、当社との間で本子会社

化等に関する契約を締結し、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明することを決議したとのことです。また、

本公開買付予定価格については、上記「② 対象者による独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」

に記載の対象者の株式価値の算定結果に照らして相当なものと考えているものの、本公開買付けには買付予定数

に上限が設定され、本取引後も対象者株式の上場を維持していく方針であるため、対象者株主の皆様が本公開買

付けに応募するか否かについては、中立の立場を取り、対象者株主の皆様のご判断に委ねるべきとの判断に至っ

たことから、その旨を併せて決議したとのことです。なお、上記取締役会には対象者の全ての監査役（全５名）

が出席し、羽矢惇氏を除く全ての監査役が当該取締役会における決議事項について異議がない旨の意見を述べた

とのことです。また、平成28年５月13日時点における対象者取締役のうち南憲次氏及び対象者監査役のうち羽矢

惇氏は、公開買付者かつ本第三者割当増資の引受予定先である当社（当時：新日本製鐵株式会社）に役員として

在籍していたことがあるため、利益相反の疑いを回避する観点から、南憲次氏につきましては、本取引に関する

取締役会での審議及び決議に一切参加しておらず、羽矢惇氏につきましては、本取引に関する取締役会での審議

には参加せず、また、意見を表明していないとのことです。 

 また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成29年２月２日開催の取締役会において、全ての取締役

が出席し、栁川欽也氏を除く出席した取締役９名の全員一致により、本公開買付けに賛同の意見を表明する旨を

改めて決議したとのことです。また、平成29年２月２日現在においても本公開買付価格は上記「② 対象者による

独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」に記載の対象者の株式価値の算定結果に照らして相当な

ものと考えているものの、本公開買付けには買付予定数に上限が設定され、本取引後も対象者株式の上場を維持

していく方針であるため、対象者株主の皆様が本公開買付けに応募するか否かについては、中立の立場を取り、

対象者株主の皆様のご判断に委ねるべきとの判断に至ったことから、その旨を併せて決議したとのことです。な

お、当該取締役会には対象者の全ての監査役（全４名）が出席し、全ての監査役が決議事項について異議がない

旨の意見を述べているとのことです。また、対象者取締役のうち栁川欽也氏は、公開買付者かつ本第三者割当増

資の引受予定先である当社に役員として在籍していたことがあるため、利益相反の疑いを回避する観点から、本

取引に関する取締役会での審議及び決議に一切参加していないとのことです。 

  

(5) 本公開買付け後の株券等の取得予定 

 契約締結時プレスリリース及び第三者割当プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、平成28

年５月13日開催の取締役会において、本公開買付けの決済完了時において当社が所有する株式数が対象者の発行済

株式総数の51.00％に至らなかった場合に備えて、平成28年12月１日から平成29年６月23日までを払込期間（なお、

このように払込期間を広く設定している理由は、本公開買付けに係る決済完了後に本第三者割当増資に係る払込み

を受けることを予定しているところ、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応等を終えること等を本公

開買付け実施の条件としていたことにより、当該条件の充足時期により本公開買付けの実施時期及び本第三者割当

増資の払込日が変動することが考えられたためです。）とする第三者割当ての方法による募集株式の発行（普通株

式95,706,600株、１株当たり1,620円、総額（最大値）155,045百万円（百万円未満を四捨五入））を実施すること

について決議したとのことです（詳細は、第三者割当プレスリリースをご参照ください。）。本第三者割当増資に

関して、当社及び対象者は、本公開買付けが成立した場合に、本公開買付けの結果を確認した上で、増資後株式所

有割合を51.00％とするために必要な数の株式（ただし、100株未満を切り上げます。）についてのみ払込みを行う

ことを合意しております。そのため、当該合意に従い、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資

における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数（普通株式95,706,600株）のうちの全部又は一部につい

て、払込みを行わない可能性があります。 

 また、契約締結時プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり、対象者は、本第三者割当増資により調達す

る資金（最大値）については、対象者グループの経営基盤・事業基盤の安定化及び競争力の一層の向上を目指し、

設備の更新投資及び財務基盤強化のため金融機関からの借入金等の返済並びに呉製鉄所の高付加価値化を含む事業

構造改革にかかる設備投資等に充当する予定とのことです。 
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 具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおりとのことです。 

 本第三者割当増資は、本公開買付けとの組合せにより、本子会社化を実現するための取引の一環という側面も有

しており、上記のとおり、当社が引き受けた募集株式の全部又は一部について払込みのない可能性があります。か

かる場合には本第三者割当増資により対象者が調達する資金額は減額されることになりますが、その場合の投資に

係る施策に関しては、金融機関からの借入等によって実施する予定とのことです。また、有利子負債に関しては、

その返済の全部又は一部が実施されないこととなりますが、本子会社化により対象者グループの経営基盤・事業基

盤の安定化の実現が期待されることに加え、本子会社化で得られる効果によるキャッシュフローの改善によって返

済を実施するとのことです。なお、具体的な使途にかかる金額規模について、「設備の更新投資」は、装置産業で

ある鉄鋼業に属する対象者の特徴を踏まえ、過去実績をもとに上記支出予定時期に想定される支出金額、「有利子

負債の返済」は、上記支出予定時期の社債及び金融機関からの借入金の償還・返済金額（いずれも設備資金を使途

に調達したものです。）を踏まえて想定される金額となっているとのことです。また「呉製鉄所の高付加価値化を

含む事業構造改革にかかる設備投資」については、上記「(2) 本公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付け後

の経営方針」の「① 本公開買付けの目的及び背景」の「(b) 両社のこれまでの取組み及び今回の経緯」に記載のと

おり、呉製鉄所第１高炉の拡大改修にかかる設備投資等への充当を想定した金額となっているとのことです。な

お、本第三者割当増資により調達する資金については、上記に記載する使途の支出時期が到来したものより充当す

るとのことです。また、支出までの資金管理につきましては、銀行預金等で運用する予定とのことです。 

 なお、上記のとおり、当社からは、本公開買付けが成立した後、増資後株式所有割合を51.00％とするために必要

な数の株式（ただし、100株未満を切り上げます。）についてのみ払込みがなされることになっておりますので、本

取引後、当社は、対象者支配株主となる予定です。また、本第三者割当増資は、対象者の議決権の25％以上の希薄

化を伴う可能性があります。 

 そのため、対象者は、東京証券取引所の有価証券上場規程第432条に基づき、対象者第４回定時株主総会におい

て、本第三者割当増資に関する株主意思の確認を行っているとのことです。具体的には、上記のとおり、対象者

は、本第三者割当増資において、当社が会社法第206条の２第１項に規定する特定引受人に該当することを受け、会

社法第206条の２第４項及び第５項に基づき、対象者第４回定時株主総会において、本募集株式引受契約の承認に係

る議案を上程し、本募集株式引受契約について承認を得ており、当該議案の承認により本第三者割当増資に関する

株主意思の確認を行ったとのことです。 

  

(6) 上場の維持 

 本書提出日現在、対象者株式は東京証券取引所市場第一部に上場されておりますが、本取引は、対象者株式の上

場廃止を企図するものではなく、本取引後も、対象者株式の東京証券取引所市場第一部における上場は維持する方

針であり、当社は、本取引の一環である本公開買付けについて、買付予定数の上限を46,896,300株（本公開買付け

後の所有予定株式数56,020,500株（株式所有割合：51.00％））として実施いたします。 

 なお、上記のとおり、当社は、本第三者割当増資において、払込み完了時の対象者の発行済株式総数に対する所

有割合を51.00％とするために必要な数の募集株式についてのみ払込みを行うこととしており、本第三者割当増資に

係る払込みを行う場合でも、払込み完了時の対象者の発行済株式総数に対する所有割合は51.00％となり、対象者株

式の上場を維持する方針に変わりはありません。 

  

 

具体的な使途 金額（億円） 支出予定時期 

設備の更新投資 500 平成29年４月～平成31年３月 

有利子負債の返済 543 平成29年４月～平成31年３月 

呉製鉄所の高付加価値化を含む事業構造改革
にかかる設備投資 

500 平成31年４月～平成33年３月 
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４ 【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】 

(1) 【買付け等の期間】 

①【届出当初の期間】 

  

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】 

法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告

書が提出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成29年３月16日（木曜日）までとなります。 

  
③【期間延長の確認連絡先】 

連絡先    新日鐵住金株式会社 

       東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 

       (03)6867－4111(代表) 

       総務室長 松田 浩 

確認受付時間 平日９時から17時20分まで 

  
(2) 【買付け等の価格】 

 

買付け等の期間 
平成29年２月３日（金曜日）から平成29年３月６日（月曜日）まで 
（22営業日） 

公告日 平成29年２月３日（金曜日） 

公告掲載新聞名 
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 
電子公告アドレス 
（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/） 

 

株券 １株につき金1,620円 

新株予約権証券 ― 

新株予約権付社債券 ― 

株券等信託受益証券 
（      ） 

― 

株券等預託証券 
（      ） 

― 

算定の基礎 

 当社は、平成28年５月の段階で、本公開買付予定価格を決定するにあた
り、当社及び対象者から独立した第三者算定機関である野村證券に対し
て、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公開買
付けにおける算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類似会社比較法
及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は野
村證券から平成28年５月12日に本株式価値算定書を取得いたしました。な
お、野村證券は当社及び対象者の関連当事者には該当せず、本公開買付け
に関して、重要な利害関係を有しておりません。また、当社は野村證券か
ら、本公開買付予定価格又は本公開買付価格の公正性に関する意見書（フ
ェアネス・オピニオン）を取得しておりません。  
 本株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定
された対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  
 市場株価平均法（基準日①） ： 1,127円～1,263円 
 市場株価平均法（基準日②） ： 1,303円～1,478円 
 類似会社比較法 ：        985円～1,535円 
 ＤＣＦ法    ：        939円～2,201円 
 市場株価平均法では、対象者株式の東京証券取引所市場第一部における
基準日①の終値1,127円、基準日①から遡る直近５営業日の終値単純平均
値1,147円、直近１ヶ月間の終値単純平均値1,168円、直近３ヶ月間の終値
単純平均値1,263円及び直近６ヶ月間の終値単純平均値1,223円、並びに対
象者株式の東京証券取引所市場第一部における基準日②の終値1,478円、
基準日②から遡る直近５営業日の終値単純平均値1,476円、直近１ヶ月間
の終値単純平均値1,430円、直近３ヶ月間の終値単純平均値1,345円及び直
近６ヶ月間の終値単純平均値1,303円を基に、対象者株式の１株当たりの
株式価値の範囲は、1,127円から1,478円までと分析しております。  
 類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社
の市場株価や収益等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値
を算定し、その１株当たりの株式価値の範囲は、985円から1,535円までと
分析しております。  
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 ＤＣＦ法では、対象者の平成29年３月期から平成36年３月期までの事業
計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提
として、平成29年３月期以降に対象者が将来創出すると見込まれるフリ
ー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者
の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの株式価値の範
囲は、939円から2,201円までと分析しております。  
 当社は、野村證券から取得した本株式価値算定書の算定結果に加え、当
社によるデュー・ディリジェンスの結果、過去の発行者以外の者による株
券等の公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプ
レミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、
対象者株式の当時の直近１年間の市場株価の動向及び本公開買付けに対す
る応募の見通し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果等を踏
まえ、平成28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を
１株当たり1,620円とすることを決定いたしました。その後、当社は、平成
29年２月２日開催の取締役会において、対象者の業況や本取引を取り巻く
環境などに重大な変更が見られないこと、対象者に対して平成28年11月か
ら平成29年１月までの期間において追加的に実施したデュー・ディリジェ
ンスにおいても対象者の企業価値に重大な影響を与える事象は発見されな
かったことなどを確認し、本公開買付価格を本公開買付予定価格と同じ１
株当たり1,620円とすることを決定しております。 
 なお、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本検討を開始する旨
の覚書締結の前営業日である平成28年１月29日の対象者株式の東京証券取
引所市場第一部における終値1,127円に対して43.74％（小数点以下第三位
を四捨五入。本項において以下同様の箇所は全て同様です。）、平成28年
１月29日までの直近５営業日の終値単純平均値1,147円に対して41.24％、
平成28年１月29日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値1,168円に対して
38.70％、平成28年１月29日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,263円
に対して28.27％及び平成28年１月29日までの直近６ヶ月間の終値単純平均
値1,223円に対して32.46％のプレミアムを加えた金額となります。 
 また、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本子会社化等に関す
る契約締結の前営業日である平成28年５月12日の対象者株式の東京証券取
引所市場第一部における終値1,478円に対して9.61％、平成28年５月12日ま
での直近５営業日の終値単純平均値1,476円に対して9.76％、平成28年５月
12日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値1,430円に対して13.29％、平成
28年５月12日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,345円に対して
20.45％及び平成28年５月12日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値1,303
円に対して24.33％のプレミアムを加えた金額となります。 
 更に、本公開買付価格である１株当たり1,620円は、本公開買付けの開始
についての公表日の前営業日である平成29年２月１日の対象者株式の東京
証券取引所市場第一部における終値1,534円に対して5.61％、平成29年２月
１日までの直近５営業日の終値単純平均値1,533円に対して5.68％、平成29
年２月１日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値1,516円に対して6.86％、
平成29年２月１日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値1,474円に対して
9.91％及び平成29年２月１日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値1,398円
に対して15.88％のプレミアムを加えた金額となります。並びに、本書提出
日の前営業日である平成29年２月２日の対象者株式の東京証券取引所市場
第一部における終値1,523円に対して6.37％のプレミアムを加えた金額とな
ります。 

算定の経緯 

(本公開買付価格の決定に至る経緯) 
 上記「３ 買付け等の目的」の「(2) 本公開買付けの目的及び背景並びに
本公開買付け後の経営方針」に記載のとおり、当社と対象者は、両社の企
業価値を維持・向上させるための施策について複数回にわたる協議・検討
を重ねてまいりました。 
 上記の具体的な施策を実現させることによって、両社の企業価値をより
一層向上させることが可能になると考えております。そして、そのために
は、対象者が当社の子会社となることが望ましいとの結論に至ったことか
ら、当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、当社による対象
者の子会社化を目的として、本公開買付けを実施することを決議し、以下
の経緯により本公開買付価格について決定いたしました。 
  
① 第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 
 当社は、本公開買付予定価格の決定にあたり、当社及び対象者から独
立した第三者算定機関である野村證券より提出された本株式価値算定書
を参考にいたしました。なお、野村證券は当社及び対象者の関連当事者
には該当せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりま
せん。また、当社は、野村證券から本公開買付予定価格又は本公開買付
価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を取得してお
りません。 
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(3) 【買付予定の株券等の数】 

（注１） 応募株券等の総数が買付予定数の上限（46,896,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行

います。応募株券等の総数が買付予定数の上限（46,896,300株）を超える場合は、その超える部分の全部又は

一部の買付け等は行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式によ

り、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

（注２） 単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請求

権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがありま

す。 

（注３） 本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。 

  

 

  

② 当該意見の概要  
 野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法
を用いて対象者の株式価値の算定を行っており、各手法において算定さ
れた対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりです。  
市場株価平均法（基準日①） ： 1,127円～1,263円 
市場株価平均法（基準日②） ： 1,303円～1,478円 
類似会社比較法 ：        985円～1,535円 
ＤＣＦ法    ：        939円～2,201円 

  
③ 当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った経緯  
 上記「算定の基礎」に記載のとおり、当社は、野村證券から平成28年
５月12日に取得した本株式価値算定書の算定結果に加え、デュー・ディ
リジェンスの結果、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの
事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例、
対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者株式の当
時の直近１年間の市場株価の動向及び本公開買付けに対する応募の見通
し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果等を踏まえ、平成
28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付予定価格を１株当た
り1,620円とすることを決定いたしました。その後、当社は、平成29年２
月２日開催の取締役会において、対象者の業況や本取引を取り巻く環境
などに重大な変更が見られないこと、対象者に対して追加的に実施した
デュー・ディリジェンスにおいても対象者の企業価値に重大な影響を与
える事象は発見されなかったことなどを確認し、本公開買付価格を本公
開買付予定価格と同じ１株当たり1,620円とすることを決定しておりま
す。 

 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

46,896,300 (株) ―(株) 46,896,300 (株) 
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５ 【買付け等を行った後における株券等所有割合】 

（注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数に係る議

決権の数を記載しております。 

（注２） 「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」は、各特別関係者（ただ

し、特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合の計算において府令第３条第２項第１

号に基づき特別関係者から除外される者（以下「小規模所有者」といいます。）を除きます。）が所有する株

券等に係る議決権の数の合計を記載しております。 

（注３） 「対象者の総株主等の議決権の数（平成28年９月30日現在）（個）(j)」は、対象者が平成28年11月10日に提

出した第５期第２四半期報告書に記載された平成28年９月30日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式数を

100株として記載されたもの）です。ただし、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、「買付予

定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における株券

等所有割合」の計算においては、単元未満株式に係る議決権の数（上記四半期報告書に記載された平成28年９

月30日現在の単元未満株式607,523株から、平成28年９月30日現在の対象者の保有する単元未満自己株式36株

を控除した607,487株に係る議決権の数である6,074個）を加えて、「対象者の総株主等の議決権の数（平成28

年９月30日現在）（個）(j)」を1,097,786個として計算しております。 

（注４） 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後にお

ける株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

  

 

区分 議決権の数 

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 468,963 

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) ― 

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数
（個）(c) 

― 

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(d) 91,242 

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ― 

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数
（個）(f) 

― 

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g) 0 

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ― 

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権の数
（個）(i) 

― 

対象者の総株主等の議決権の数（平成28年９月30日現在）（個）(j) 1,091,712 

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合 
(a/j) （％） 

42.72 

買付け等を行った後における株券等所有割合 
((a＋d＋g)/(j＋(b－c)+(e－f)+(h－i))×100) （％） 

51.03 
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６ 【株券等の取得に関する許可等】 

(1) 【株券等の種類】 

普通株式 

  
(2) 【根拠法令】 

① 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 

 公開買付者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含み

ます。以下「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる

対象者の株式の取得（以下「本株式取得」といいます。）に関する計画をあらかじめ届出なければならず、同条

第８項により事前届出受理の日から30日（短縮される場合もあります。）を経過するまでは対象者株式を取得す

ることはできません。 

 また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株

式の取得行為を禁止しており、公正取引員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることが

できます（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。上記の事前届出が行われた場合で公

正取引委員会が排除措置命令を発令するときは、公正取引委員会は、当該排除措置命令の名宛人となるべき者に

ついて意見聴取を行わなければならず（同法第49条）、意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置命令の

内容等を名宛人に通知しなければなりませんが（同法第50条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」といいま

す。）、株式取得に関する排除措置命令の事前通知は、一定の期間（上記事前届出が受理された日から原則30日

間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以下「措置期間」といいます。）内に行うこととされています

（同法第10条第９項）。なお、公正取引委員会は、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の

通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいます。）をするものとされております（私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条までの規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則

（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。 

 公開買付者は、本株式取得に関して、平成28年５月13日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で

受理され、公正取引委員会から平成29年１月27日付で排除措置命令を行わない旨の通知を受領しており、同日を

もって措置期間は終了しております。 

  

② 米国1976年ハート・スコット・ロディノ反トラスト改善法 

 公開買付者は、米国の1976年ハート・スコット・ロディノ反トラスト改善法（その後の改正を含みます。）に

基づき、米国司法省反トラスト局及び米国連邦取引委員会（以下併せて「米国反トラスト当局」と総称しま

す。）に対し、公開買付者による本株式取得の前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。公開

買付者は、いずれかの米国反トラスト当局から追加情報の提供要請（以下「セカンドリクエスト」といいま

す。）が発せられない限り、上記届出から15日（待機期間の早期解除が認められた場合には15日未満）の経過後

に本株式取得を実行することができます。セカンドリクエストが発せられた場合、公開買付者は、いずれかの米

国反トラスト当局が連邦裁判所による本株式取得の差止命令を取得しない限り、セカンドリクエストに基づく追

加情報の提出完了から10日間の延長された待機期間の満了後に本株式取得を実行することができます。 

 本株式取得についての事前届出は、平成28年５月16日（現地時間）付で米国反トラスト当局に提出され、同日

付で受理されております。その後、同月20日（現地時間）付で、待機期間の早期解除を認める旨の文書が発出さ

れ、同日午後２時57分（現地時間）に上記待機期間が終了しました。 

  

③ 中国独占禁止法 

 公開買付者は、中国の独占禁止法に基づき、中華人民共和国商務部（以下「中国商務部」といいます。）に対

し、本株式取得の前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。中国商務部は、当該届出が受理さ

れた日から30日の審査期間内に、本株式取得を承認するか、より詳細な審査（以下「詳細審査」といいます。）

を行うかの決定を行います。中国商務部が詳細審査を行う旨を決定した場合は、その日から90日以内の審査期間

（ただし、当該審査期間は最長60日延長される場合があります。）内に中国商務部が本株式取得を承認したと

き、公開買付者は本株式取得を実行することができます。 
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 本株式取得についての事前届出は、平成28年５月19日（現地時間）付で中国商務部に提出され、同年９月２日

（現地時間）付で受理されております。その後、同月22日（現地時間）付で、中国商務部から本株式取得につい

て詳細審査を行わない旨決定する文書（本株式取得を承認する文書に相当します。）が発出されました。 

  

④ 韓国独占禁止法 

 公開買付者は、大韓民国の独占規制及び公正取引に関する法律に基づき、韓国公正取引委員会（以下「韓国公

取委」といいます。）に対し、本株式取得の前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。韓国公

取委は、当該届出が受理された日から30日の審査期間内に、本株式取得を承認するか否かの決定を行います（当

該審査期間は、韓国公取委の判断により、当該届出が受理された日から最大120日まで延長される可能性がありま

す。）。当該審査期間内に、韓国公取委が本株式取得を承認すれば、公開買付者は本株式取得を実行することが

できます。 

 本株式取得についての事前届出は、平成28年５月23日（現地時間）付で韓国公取委に提出され、同日付で受理

されております。その後、平成28年６月22日（現地時間）付で、韓国公取委から本株式取得は大韓民国の独占規

制及び公正取引に関する法律に違反しない旨の通知が発出されました。 

  

⑤ 台湾2002年公平交易法 

 公開買付者は、台湾の2002年公平交易法（その後の改正を含みます。）に基づき、台湾公平交易委員会に対

し、本株式取得の前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。台湾公平交易委員会が本株式取得

に対する審査権限を行使することを決定した場合には、当該届出が受理された日から一定の待機期間（原則30日

ですが、60日まで延長される場合もあります。）内に台湾公平交易委員会が本株式取得の禁止等の措置をとらな

ければ、公開買付者は、上記待機期間が満了した後に本株式取得を実行することができます。また、台湾公平交

易委員会が本株式取得に対する審査権限を行使しないことを決定した場合には、その決定の後に本株式取得を実

行することが出来ます。 

 本株式取得についての事前届出は、平成28年６月30日（現地時間）付で台湾公平交易委員会に提出され、同日

付で受理されています。その後、同年８月１日（現地時間）付で、台湾公平交易委員会から本株式取得に対する

審査権限を行使しないことを決定する文書が発出されました。 

  

(3) 【許可等の日付及び番号】 

  

  

 

国又は地域名 許可等をした機関の名称 許可等の日付（現地時間） 許可等の番号 

日本 日本公正取引委員会 
平成29年１月27日 

（排除措置命令を行わない旨の 
通知を受けたことによる） 

公経企第49号 

米国 米国連邦取引委員会 平成28年５月20日 20161167 

中国 中華人民共和国商務部 平成28年９月22日 
商反壟初審函 
［2016］265号 

韓国 韓国公正取引委員会 平成28年６月22日 企業結合課-1337 

台湾 台湾公平交易委員会 平成28年８月１日 
公製字 

1051360491 
 

─ 18 ─



７ 【応募及び契約の解除の方法】 

(1) 【応募の方法】 

① 公開買付代理人 

 野村證券株式会社    東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

  

② 公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、公

開買付期間末日の15時30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、マイナンバー（個人番号）又は

法人番号、本人確認書類等が必要になる場合があります。（注１） 

野村ホームトレードを経由した応募の受付は行われません。 

な お、野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル に お け る 応 募 の 受 付 は、野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://netcall.nomura.co.jp/）にて公開買付期間末日の15時30分までに応募していただくか、又は所定の

「公開買付応募申込書」を野村ネット＆コール カスタマーサポートまでご請求いただき、所要事項を記載のう

え野村ネット＆コール宛に送付してください。「公開買付応募申込書」は公開買付期間末日の15時30分までに

野村ネット＆コールに到着することを条件とします。 

  

③ 株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応

募株主等口座」といいます。）に、応募する予定の株券等が記録されている必要があります。そのため、応募

する予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録されている場合（対

象者の特別口座の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている場

合を含みます。）は、応募に先立ち、応募株主等口座への振替手続を完了していただく必要があります。 

  

④ 本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。 

  

⑤ 外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以

下「外国人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。なお、野村ネ

ット＆コールにおいては、外国人株主等からの応募の受付は行いません。 

  

⑥ 居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等にかかる売却代金と取得費との差額は、原

則として株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注２） 

  

⑦ 応募株券等の全部又は一部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募株

主等に返還されます。 

  

（注１）ご印鑑、マイナンバー（個人番号）又は法人番号、本人確認書類等について 

公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑が必要となるほか、マイナ

ンバー（個人番号）又は法人番号及び本人確認書類等が必要になります。また、既に口座を有している場

合であっても、住所変更、取引店変更、税務に係る手続等の都度、マイナンバー（個人番号）又は法人番

号及び本人確認書類等が必要な場合があります。なお、マイナンバー（個人番号）を確認するために提出

する書類により、必要となる本人確認書類が異なります。マイナンバー（個人番号）又は法人番号を確認

するための書類及び本人確認書類の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねください。 

  

・ 個人の場合 

マイナンバー（個人番号）提供時の必要書類 

マイナンバー（個人番号）の提供に際しては、所定の「マイナンバー提供書」のほか、[1] マイナン

バー（個人番号）を確認するための書類と、[2] 本人確認書類が必要です。 

[1] マイナンバー（個人番号）を確認するための書類 

個人番号カード、通知カード、マイナンバー（個人番号）の記載された住民票の写し、マイナン

バー（個人番号）の記載された住民票記載事項証明書、のいずれか１点が必要です。 
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[2] 本人確認書類 

[A] 顔写真付の本人確認書類 

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要 

旅券（パスポート）、運転免許証、運転経歴証明書、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手

帳、療育手帳、在留カード、特別永住者証明書 

[B] 顔写真のない本人確認書類 

・発行から６ヶ月以内の原本又はコピーの提出が必要 

住民票の写し、住民票の記載事項証明書、印鑑登録証明書 

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要 

健康保険証（各種）、国民年金手帳（氏名・住所・生年月日の記載があるもの）、福祉手帳

（各種） 

※本人確認書類（原本・コピー）は、以下２点を確認できる必要があります。 

 ①本人確認書類そのものの有効期限   ②申込書に記載された住所・氏名・生年月日 

※コピーの場合は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。 

※野村證券株式会社より本人確認書類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送し、ご本人様の確認をさせていた

だきます。 

※新規口座開設、住所変更等の各種手続に係る本人確認書類を提出いただく場合、口座名義人様の本人確認書類

に限りマイナンバー（個人番号）の提供に必要な書類を兼ねることができます（同じものを２枚以上提出いた

だく必要はありません。）。 

  

・ 法人の場合 

登記簿謄本、官公庁から発行された書類等の本人確認書類が必要になります。 
※本人特定事項  ①名称  ②本店又は主たる事務所の所在地 

※法人自体の本人確認に加え、代表者もしくは代理人・取引担当者個人（契約締結の任に当たる者）の本人確認が必要

となります。 

法人番号の提供に際しては、法人番号を確認するための書類として、「国税庁 法人番号公表サイ

ト」で検索した結果画面を印刷したもの又は「法人番号指定通知書」のコピーが必要となります。ま

た、所定の「法人番号提供書」が必要となる場合があります。 

  

・ 外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合 

日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、居

住者の本人確認書類に準じるもの等の本人確認書類が必要になります。 

  

野村ネット＆コールにおいて応募する場合で、新規に口座を開設する場合には、野村ネット＆コール

のウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）、又は野村ネット＆コールカスタマーサポートま

で口座開設キットをご請求いただき、お手続ください。口座開設には一定の期間を要しますので、必

要な期間等をご確認いただき、早めにお手続ください。 

  

（注２）株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合） 

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税務上

の具体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い申し

上げます。 

  

 

マイナンバー（個人番号）を 
確認するための書類 

必要な本人確認書類 

個人番号カード 不要 

通知カード 
[A]のいずれか１点、 
又は[B]のうち２点 

マイナンバー（個人番号）の記載された 
住民票の写し [A]又は[B]のうち、 

「住民票の写し」「住民票記載事項証明書」
以外の１点 マイナンバー（個人番号）の記載された 

住民票記載事項証明書 
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(2) 【契約の解除の方法】 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の

解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに下記に指定する者の応募の受付を行った本店又は全国各支

店に、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付してくださ

い。ただし、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条件とします。なお、

野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル に お い て 応 募 さ れ た 契 約 の 解 除 は、野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://netcall.nomura.co.jp/）上の操作又は解除書面の送付により行ってください。野村ネット＆コールのウ

ェブサイト上の操作による場合は当該ウェブサイトに記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時30分までに

解除手続を行ってください。解除書面の送付による場合は、予め解除書面を野村ネット＆コール カスタマーサポー

トに請求したうえで、野村ネット＆コール宛に送付してください。野村ネット＆コールにおいても、解除書面が公

開買付期間末日の15時30分までに到着することを条件とします。 

  

解除書面を受領する権限を有する者 

野村證券株式会社             東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

                     （その他の野村證券株式会社全国各支店） 

  
(3) 【株券等の返還方法】 

応募株主等が上記「(2) 契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場合に

は、解除手続終了後速やかに、下記「10 決済の方法」の「(4) 株券等の返還方法」に記載の方法により応募株券

等を返還します。 

  
(4) 【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

野村證券株式会社             東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

  
８ 【買付け等に要する資金】 

(1) 【買付け等に要する資金等】 

（注１） 「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（46,896,300株）に１株当たりの本公開買付価格（1,620円）を乗

じた金額を記載しております。 

（注２） 「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。 

（注３） 「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費用

につき、その見積額を記載しております。 

（注４） その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。 

（注５） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 

買付代金（円）(a) 75,972,006,000 

金銭以外の対価の種類 ― 

金銭以外の対価の総額 ― 

買付手数料(b) 160,000,000 

その他(c) 32,000,000 

合計(a)＋(b)＋(c) 76,164,006,000 
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(2) 【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】 

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】 

  

②【届出日前の借入金】 

イ【金融機関】 

  

ロ【金融機関以外】 

  

③【届出日以後に借入れを予定している資金】 

イ【金融機関】 

  

ロ【金融機関以外】 

  

④【その他資金調達方法】 

  

 

種類 金額（千円） 

普通預金 100,076,680 

計(a) 100,076,680 
 

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計 ― 
 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― 
 

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計(b) ― 
 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計(c) ― 
 

内容 金額（千円） 

― ― 

計(d) ― 
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⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】 

100,076,680千円((a)＋(b)＋(c)＋(d)) 

  

(3) 【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】 

該当事項はありません。 

  

９ 【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】 

該当事項はありません。 

  

10 【決済の方法】 

(1) 【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】 

野村證券株式会社    東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

  
(2) 【決済の開始日】 

平成29年３月13日（月曜日） 

（注） 法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明

報告書が提出された場合、決済の開始日は平成29年３月24日（金曜日）となります。 

  
(3) 【決済の方法】 

公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常任代

理人）の住所宛に郵送します。なお、野村ネット＆コールにおいて書面の電子交付等に承諾されている場合には、

野村ネット＆コールのウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）にて電磁的方法により交付します。 

買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金を、送金等の応募株主等が指示した方法

により、決済の開始日以後遅滞なく受け取ることができます（送金手数料がかかる場合があります。）。 

  
(4) 【株券等の返還方法】 

下記「11 その他買付け等の条件及び方法」の「(1) 法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」及

び「(2)公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の

全部又は一部を買付けないこととなった場合には、公開買付期間の末日の翌々営業日（公開買付けの撤回等を行っ

た場合は撤回等を行った日）以後速やかに、公開買付代理人の応募株主等口座上で、返還すべき株券等を応募が行

われた直前の記録に戻すことにより返還します（株券等を他の金融商品取引業者等に設定した応募株主等の口座に

振替える場合は、応募の受付をされた公開買付代理人の本店又は全国各支店にご確認ください。）。 

  
11 【その他買付け等の条件及び方法】 

(1) 【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】 

当社は、応募株券等の総数が買付予定数の上限（46,896,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け

等を行います。 

当社は、応募株券等の総数が買付予定数の上限（46,896,300株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一

部の買付け等は行わないものとし、法第27条の13第５項及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株券

等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います（各応募株券等の数に１単元（100株）未満の株数の部分がある

場合、あん分比例の方式により計算される買付株数は各応募株券等の数を上限とします。）。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数の上限に満たない場合は、買付予定数の上限以上になるまで、四捨五入の結果切捨てられた

株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき１単元（追加して１単元の買付け等を行うと応募株券等の数

を超える場合は応募株券等の数までの数）の応募株券等の買付け等を行います。ただし、切捨てられた株数の等し

い複数の応募株主等全員からこの方法により買付け等を行うと買付予定数の上限を超えることとなる場合には、買

付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付け等を行う株主等を決定します。 
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あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数の上限を超える場合は、買付予定数の上限を下回らない数まで、四捨五入の結果切上げられ

た株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元（あん分比例の方式により計算される買

付株数に１単元未満の株数の部分がある場合は、当該１単元未満の株数。）減少させるものとします。ただし、切

上げられた株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買付予定数の上限を下

回ることとなる場合には、買付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付株数

を減少させる株主等を決定します。 

  
(2) 【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】 

令第14条第１項第１号イないしリ及びヲないしソ、第２号、第３号イないしチ並びに同条第２項第３号ないし第

６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、当社は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。撤回等を行

おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間末日までに公告

を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。 

  
(3) 【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】 

法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項各号に掲げる行為を行った

場合には、当社は、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがありま

す。買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただ

し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その

後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等につ

いても、引下げ後の買付け等の価格により買付けを行います。 

  
(4) 【応募株主等の契約の解除権についての事項】 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。解除の

方法については、上記「７ 応募及び契約の解除の方法」の「(2) 契約の解除の方法」に記載の方法によるものと

します。なお、当社は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応

募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も当社の負担とします。 

  
(5) 【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】 

当社は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等の変更を

行うことがあります。 

当社は、買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済

新聞に掲載します。ただし、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する

方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前

の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付けを行います。 

  
(6) 【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】 

当社は、訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開

始公告に記載した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書

を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては訂正した公開買付説明書を交付して訂

正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載し

た書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。 

  
(7) 【公開買付けの結果の開示の方法】 

当社は、本公開買付けの結果を、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する方法

により公表します。 
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第２ 【公開買付者の状況】 

１ 【会社の場合】 

(1) 【会社の概要】 

①【会社の沿革】 

  

②【会社の目的及び事業の内容】 

  

③【資本金の額及び発行済株式の総数】 

  

④【大株主】 

  

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】 

  

(2) 【経理の状況】 

① 【貸借対照表】 

  

② 【損益計算書】 

  
③ 【株主資本等変動計算書】 

  
(3) 【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】 

①【公開買付者が提出した書類】 

イ【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第91期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 平成28年６月24日 関東財務局長に

提出 

  

 

    平成 年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式の数
（千株） 

発行済株式の総数に
対する所有株式の数

の割合（％） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― ― ― 
 

        平成 年 月 日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 
（千株） 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

計 ― 
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ロ【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第92期第２四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日） 平成28年11月９日 関東

財務局長に提出 

事業年度 第92期第３四半期（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 平成29年２月９日 関東

財務局長に提出予定 

  

ハ【訂正報告書】 

該当事項はありません。 

  

②【上記書類を縦覧に供している場所】 

新日鐵住金株式会社 

（東京都千代田区丸の内二丁目６番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 

証券会員制法人札幌証券取引所 

（札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１） 

  

２ 【会社以外の団体の場合】 

該当事項はありません。 

  

３ 【個人の場合】 

該当事項はありません。 
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第３ 【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】 

１ 【株券等の所有状況】 

(1) 【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】 

（注） 上記「所有株券等の合計数」には小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数1,921個が含まれておりま

す。かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」

において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めており

ません。 

  

(2) 【公開買付者による株券等の所有状況】 

  

 

    （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 92,323(個) 840(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 92,323 840 ― 

所有株券等の合計数 93,163 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

    （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 91,242(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 91,242 ― ― 

所有株券等の合計数 91,242 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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(3) 【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】 

（注） 上記「所有株券等の合計数」（議決権の数1,921個）は、全て小規模所有者が所有する株券等に係る議決権で

す。かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」

において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めており

ません。 

  

(4) 【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】 

①【特別関係者】 

  

  

 

    （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 1,081(個) 840(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 1,081 840 ― 

所有株券等の合計数 1,921 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 高砂鐵工株式会社 

住所又は所在地 東京都板橋区新河岸一丁目１番１号 

職業又は事業の内容 
みがき帯鋼、みがき特殊帯鋼、冷間圧延ステンレス帯鋼及びステンレス加
工品等の製造・販売 

連絡先 
連絡者  高砂鐵工株式会社 経理部 梅澤 茂樹 
連絡場所 東京都板橋区新河岸一丁目１番１号  
連絡先  03-5399-8111 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 黒崎播磨株式会社 

住所又は所在地 福岡県北九州市八幡西区東浜町１番１号 

職業又は事業の内容 
耐火物全般の製造販売、各種窯炉の設計施工及び築造修理、ファインセラ
ミックス製品の製造販売及び景観材の販売、店舗・倉庫等の賃貸、製鐵所
向け石灰の製造販売 

連絡先 
連絡者  黒崎播磨株式会社 総務グループ 溝口 徹 
連絡場所 福岡県北九州市八幡西区東浜町１番１号 
連絡先  093-622-7224 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人 
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  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 株式会社テツゲン 

住所又は所在地 東京都千代田区富士見一丁目４番４号 

職業又は事業の内容 
製鉄原料の製造販売、スラグ細骨材、コークス、脱硫剤、活性炭、薬品及
び機器の販売、塩酸の回収、酸化鉄の製造販売、並びに新日鐵住金株式会
社製鐵所における構内作業 

連絡先 
連絡者  株式会社テツゲン 総務部総務課 
連絡場所 東京都千代田区富士見一丁目４番４号 
連絡先  03-3262-4142 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 NSユナイテッド海運株式会社 

住所又は所在地 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

職業又は事業の内容 運賃、貸船料、運航手数料等を収受する外航海運事業 

連絡先 

連絡者  NSユナイテッド海運株式会社  
     総務グループ 伊藤 新一 
連絡場所 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 
連絡先  03-6895-6236 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 新日本電工株式会社 

住所又は所在地 東京都中央区八重洲一丁目４番16号 

職業又は事業の内容 合金鉄、機能材料、環境システム等の製造販売 

連絡先 
連絡者  新日本電工株式会社 総務部総務課 藤田 喜彦 
連絡場所 東京都中央区八重洲一丁目４番16号 
連絡先  03-6860-6800 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 俵 洋一 

住所又は所在地 
福岡県北九州市戸畑区大字中原46番地59（日鉄住金環境プラントソリュー
ションズ株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 日鉄住金環境プラントソリューションズ株式会社取締役 

連絡先 

連絡者  日鉄住金環境プラントソリューションズ株式会社 
     企画・総務室 田中 重光 
連絡場所 福岡県北九州市戸畑区大字中原46番地59 
連絡先  093-588-7361 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
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  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 水元 公二 

住所又は所在地 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社鉄鋼会館 社外取締役 

連絡先 
連絡者  日新製鋼株式会社 秘書 古澤真希 
連絡場所 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 
連絡先  03-3216-5511 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 高橋 敬一郎 

住所又は所在地 東京都中央区銀座八丁目12番11号（成友法律事務所所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社鉄鋼会館 社外監査役 

連絡先 
連絡者  成友法律事務所 弁護士 高橋敬一郎 
連絡場所 東京都中央区銀座八丁目12番11号 第２サンビル４階 
連絡先  03-3524-8651 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 森谷 英之 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋一丁目２番５号（日本鐵板株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 日本鐵板株式会社 代表取締役 

連絡先 
連絡者  日本鐵板株式会社 総務・CRM部 村松 敦 
連絡場所 東京都中央区日本橋一丁目２番５号 
連絡先  03-3272-5184 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 前原 一郎 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋一丁目２番５号（日本鐵板株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 日本鐵板株式会社 取締役 

連絡先 
連絡者  日本鐵板株式会社 総務・CRM部 村松 敦 
連絡場所 東京都中央区日本橋一丁目２番５号 
連絡先  03-3272-5184 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
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  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 田中 秀雄 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋一丁目２番５号（日本鐵板株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 日本鐵板株式会社 取締役 

連絡先 
連絡者  日本鐵板株式会社 総務・CRM部 村松 敦 
連絡場所 東京都中央区日本橋一丁目２番５号 
連絡先  03-3272-5184 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 原 美樹 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋一丁目２番５号（日本鐵板株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 日本鐵板株式会社 監査役 

連絡先 
連絡者  日本鐵板株式会社 総務・CRM部 村松 敦 
連絡場所 東京都中央区日本橋一丁目２番５号 
連絡先  03-3272-5184 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 三好 宣弘 

住所又は所在地 
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号（株式会社エヌエスステンレス企画
所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社エヌエスステンレス企画 代表取締役 

連絡先 
連絡者  日新製鋼株式会社 経営企画部 新井美幸 
連絡場所 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 
連絡先  03-3216-5511 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 近藤 孝之 

住所又は所在地 
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号（株式会社エヌエスステンレス企画
所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社エヌエスステンレス企画 取締役 

連絡先 
連絡者  日新製鋼株式会社 技術総括部 柴田真紀 
連絡場所 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 
連絡先  03-3216-5511 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
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②【所有株券等の数】 

（注） 高砂鐵工株式会社は小規模所有者に該当いたしますので、同社の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開

買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る

議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

（注１） 上記の「令第７条第１項第２号に該当する株券等の数」は、退職給付信託に拠出している対象者株式（84,000

株）に係る議決権の数です。 

（注２） 黒崎播磨株式会社は小規模所有者に該当いたしますので、同社の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公

開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に

係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

  （平成29年２月３日現在） 

氏名又は名称 長沼 利明 

住所又は所在地 
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号（株式会社エヌエスステンレス企画
所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社エヌエスステンレス企画 監査役 

連絡先 
連絡者  日新製鋼株式会社 商品マーケット開発部 五十貝奈々 
連絡場所 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 
連絡先  03-3216-5511 

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員 
 

高砂鐵工株式会社 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 1(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 1 ― ― 

所有株券等の合計数 1 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

黒崎播磨株式会社 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 46(個) 840(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 46 840 ― 

所有株券等の合計数 886 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注） 株式会社テツゲンは小規模所有者に該当いたしますので、同社の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開

買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る

議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

（注） NSユナイテッド海運株式会社は小規模所有者に該当いたしますので、同社の「所有株券等の合計数」は、上記

「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有

株券等に係る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

株式会社テツゲン （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 10(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 10 ― ― 

所有株券等の合計数 10 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

NSユナイテッド海運株式会社 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 413(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 413 ― ― 

所有株券等の合計数 413 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注） 新日本電工株式会社は小規模所有者に該当いたしますので、同社の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公

開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係

る議決権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

（注） 俵洋一は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要項」

の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数

（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

新日本電工株式会社 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 242(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 242 ― ― 

所有株券等の合計数 242 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

俵 洋一 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 1(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 1 ― ― 

所有株券等の合計数 1 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注１） 水元公二は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

（注２） 上記の「所有する株券等の数」には、対象者の役員持株会における持分に相当する対象者株式696株（小数点

以下切捨て）に係る議決権の数６個が含まれています。 

  

（注） 高橋敬一郎は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権

の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

水元 公二 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 113(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 113 ― ― 

所有株券等の合計数 113 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

高橋 敬一郎 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 10(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 10 ― ― 

所有株券等の合計数 10 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注） 森谷英之は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権

の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

（注） 前原一郎は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権

の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

森谷 英之 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 26(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 26 ― ― 

所有株券等の合計数 26 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

前原 一郎 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 14(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 14 ― ― 

所有株券等の合計数 14 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注１） 田中秀雄は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

（注２） 上記の「所有する株券等の数」には、対象者の役員持株会における持分に相当する対象者株式408株（小数点

以下切捨て）に係る議決権の数４個が含まれています。 

  

（注） 原美樹は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要項」

の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数

（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

  

 

田中 秀雄 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 38(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 38 ― ― 

所有株券等の合計数 38 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

原 美樹 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 40(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 40 ― ― 

所有株券等の合計数 40 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注１） 三好宣弘は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

（注２） 上記の「所有する株券等の数」には、対象者の役員持株会における持分に相当する対象者株式537株（小数点

以下切捨て）に係る議決権の数５個が含まれています。 

  

（注１） 近藤孝之は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

（注２） 上記の「所有する株券等の数」には、対象者の役員持株会における持分に相当する対象者株式234株（小数点

以下切捨て）に係る議決権の数２個が含まれています。 

  

 

三好 宣弘 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 74(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 74 ― ― 

所有株券等の合計数 74 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
 

近藤 孝之 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 22(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 22 ― ― 

所有株券等の合計数 22 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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（注１） 長沼利明は小規模所有者に該当いたしますので、同人の「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 公開買付要

項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（平成29年２月３日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

（注２） 上記の「所有する株券等の数」には、対象者の役員持株会における持分に相当する対象者株式381株（小数点

以下切捨て）に係る議決権の数３個が含まれています。 

  

２ 【株券等の取引状況】 

(1) 【届出日前60日間の取引状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【当該株券等に関して締結されている重要な契約】 

該当事項はありません。 

  

４ 【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】 

対象者は、平成28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付けの決済完了時において当社が所有する株式数

が対象者の発行済株式総数の51.00％に至らなかった場合に備えて、平成28年12月１日から平成29年６月23日までを払

込期間（なお、このように払込期間を広く設定している理由は、本公開買付けに係る決済完了後に本第三者割当増資

に係る払込みを受けることを予定しているところ、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応等を終えるこ

と等を本公開買付け実施の条件としていたことにより、当該条件の充足時期により本公開買付けの実施時期及び本第

三者割当増資の払込日が変動することが考えられたためです。）とする第三者割当ての方法による募集株式の発行

（普通株式95,706,600株、１株当たり1,620円、総額（最大値）155,045百万円（百万円未満を四捨五入））を実施す

ることについて決議したとのことです。本第三者割当増資に関して、当社及び対象者は、本公開買付けが成立した場

合に、本公開買付けの結果を確認した上で、増資後株式所有割合を51.00％とするために必要な数の株式（ただし、

100株未満を切り上げます。）についてのみ払込みを行うことを合意しております。そのため、当該合意に従い、当社

は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者が決議した株式数（普

通株式95,706,600株）のうちの全部又は一部について、払込みを行わない可能性があります。なお、本第三者割当増

資の詳細については、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(5) 本公開買付け後の株券等の取

得予定」及び第三者割当プレスリリースをご参照ください。 

  

 

長沼 利明 （平成29年２月３日現在） 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に 
該当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に 
該当する株券等の数 

株券 31(個) ―(個) ―(個) 

新株予約権証券 ― ― ― 

新株予約権付社債券 ― ― ― 

株券等信託受益証券 
（   ） 

― ― ― 

株券等預託証券 
（   ） 

― ― ― 

 合計 31 ― ― 

所有株券等の合計数 31 ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ― 
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第４ 【公開買付者と対象者との取引等】 

１ 【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】 

(1) 公開買付者と対象者の間の取引 

 当社は対象者との間で、過去３事業年度において以下のとおり鋼材の販売及び仕入を行いました。 

なお、その他当社と対象者との間には、記載すべき重要な取引はありません。 

  
(2) 公開買付者と対象者の役員との間の取引 

 該当事項はありません。 

  
２ 【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】 

(1) 本公開買付けへの賛同 

 対象者は、平成28年５月13日開催の取締役会において、全ての取締役が出席し、南憲次氏を除く出席した取締役

９名の全員一致により、当社との間で本子会社化等に関する契約を締結し、本公開買付けに賛同する旨の意見を表

明することを決議したとのことです。また、対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成29年２月２日開催の

取締役会において、全ての取締役が出席し、栁川欽也氏を除く出席した取締役９名の全員一致により、本公開買付

けに賛同の意見を表明する旨を改めて決議したとのことです。なお、対象者の取締役会決議の詳細については、上

記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(4) 本公開買付けのためにとられた手続」の「④ 対象者

における利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関係を有しない監査役全員の異議がない旨の意見」をご参

照ください。 

  

(2) 本第三者割当増資 

 対象者は、平成28年５月13日開催の取締役会において、本公開買付けの決済完了時において当社が所有する株式

数が対象者の発行済株式総数の51.00％に至らなかった場合に備えて、平成28年12月１日から平成29年６月23日まで

を払込期間（なお、このように払込期間を広く設定している理由は、本公開買付けに係る決済完了後に本第三者割

当増資に係る払込みを受けることを予定しているところ、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応等を

終えること等を本公開買付け実施の条件としていたことにより、当該条件の充足時期により本公開買付けの実施時

期及び本第三者割当増資の払込日が変動することが考えられたためです。）とする第三者割当ての方法による募集

株式の発行（普通株式95,706,600株、１株当たり1,620円、総額（最大値）155,045百万円（百万円未満を四捨五

入））を実施することについて決議したとのことです。本第三者割当増資に関して、当社及び対象者は、本公開買

付けが成立した場合に、本公開買付けの結果を確認した上で、増資後株式所有割合を51.00％とするために必要な数

の株式（ただし、100株未満を切り上げます。）についてのみ払込みを行うことを合意しております。そのため、当

該合意に従い、当社は、本公開買付けの結果に応じて、本第三者割当増資における募集株式の発行数として対象者

が決議した株式数（普通株式95,706,600株）のうちの全部又は一部について、払込みを行わない可能性がありま

す。なお、本第三者割当増資の詳細については、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(5) 

本公開買付け後の株券等の取得予定」及び第三者割当プレスリリースをご参照ください。 

  

(3) 本子会社化等に関する契約 

 当社及び対象者は、平成28年５月13日開催のそれぞれの取締役会決議に基づき、同日付で、本子会社化等に関す

る契約を締結いたしました。なお、本子会社化等に関する契約の概要については、上記「第１ 公開買付要項」の

「３ 買付け等の目的」の「(3) 本公開買付けに関する重要な合意等」をご参照ください。 

  

 

  単位：億円（概算） 

取引の概要 取引の金額 

  
平成25年度 

（自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日） 

平成26年度 
（自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日） 

平成27年度 
（自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日） 

鋼材の販売 17.7 ― 0.5 

鋼材の仕入 10.9 7.5 0.7 
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第５ 【対象者の状況】 

１ 【最近３年間の損益状況等】 

(1) 【損益の状況】 

  

(2) 【１株当たりの状況】 

  

２ 【株価の状況】 

（注） 平成29年２月については、２月２日までのものです。 

  

３ 【株主の状況】 

(1) 【所有者別の状況】 

  

 

決算年月 ― ― ― 

売上高 ― ― ― 

売上原価 ― ― ― 

販売費及び一般管理費 ― ― ― 

営業外収益 ― ― ― 

営業外費用 ― ― ― 

当期純利益（当期純損失） ― ― ― 
 

決算年月 ― ― ― 

１株当たり当期純損益 ― ― ― 

１株当たり配当額 ― ― ― 

１株当たり純資産額 ― ― ― 
 

  （単位：円） 

金融商品取引所名 
又は認可金融商品 
取引業協会名 

東京証券取引所 市場第一部 

月別 
平成28年 
８月 

平成28年 
９月 

平成28年 
10月 

平成28年 
11月 

平成28年 
12月 

平成29年 
１月 

平成29年 
２月 

最高株価 1,334 1,381 1,406 1,518 1,553 1,572 1,540 

最低株価 1,213 1,296 1,354 1,308 1,396 1,456 1,514 
 

  平成 年 月 日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 株） 
単元未満 
株式の状 
況(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他 
の法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数(人) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

所有株式数 
(単元) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

─ 41 ─



(2) 【大株主及び役員の所有株式の数】 

①【大株主】 

  

②【役員】 

  

４ 【継続開示会社たる対象者に関する事項】 

(1) 【対象者が提出した書類】 

①【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第３期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 平成27年６月24日 関東財務局長に提

出 

事業年度 第４期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 平成28年６月24日 関東財務局長に提

出 

②【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第５期第２四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日） 平成28年11月10日 関東財

務局長に提出 

事業年度 第５期第３四半期（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 平成29年２月９日 関東財

務局長に提出予定 

③【臨時報告書】 

該当事項はありません。 

④【訂正報告書】 

訂正報告書（上記①の第３期有価証券報告書の訂正報告書）を平成27年10月23日に関東財務局長に提出 

  

(2) 【上記書類を縦覧に供している場所】 

日新製鋼株式会社 

（東京都千代田区丸の内三丁目４番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

 

    平成 年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数(株) 
発行済株式の総数 
に対する所有株式 
数の割合(％) 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― ― ― 
 

      平成 年 月 日現在 

氏名 役名 職名 所有株式数(株) 
発行済株式の総数 
に対する所有株式 
数の割合(％) 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― 
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５ 【伝達を受けた公開買付け等の実施に関する事実の内容等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【その他】 

(1) 「平成29年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表 

 対象者は、平成29年２月２日付で、「平成29年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」を公表して

おり、当該公表の概要は以下のとおりです。なお、当該内容につきましては、法第193条の２第１項に基づく監査法

人の四半期レビューを受けていないとのことです。また、以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部

抜粋したものであり、当社は、その正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また、実際にかかる

検証を行っておりません。詳細につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照ください。 

① 損益の状況 

  

② １株当たりの状況 

(注) 「１株あたり配当額」は平成28年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）の額を記載しておりま

す。また、平成29年３月期の期末配当につきましては、現時点で未定です。 

  

(2) 業績予想の修正 

 対象者は、平成29年２月２日付で、「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しております。当該公表により

ますと、対象者は、平成29年３月期通期連結業績予想を修正したことを公表したとのことです。当該公表内容の概

要は以下のとおりです。なお、以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、当社

は、その正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また、実際にかかる検証を行っておりません。

詳細につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照ください。 

  
平成29年３月期通期連結業績予想値の修正（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

 

会計期間 平成29年３月期第３四半期連結累計期間 

売上高 381,708百万円 

売上原価 339,381百万円 

販売費及び一般管理費 36,542百万円 

営業外収益 3,287百万円 

営業外費用 6,673百万円 

親会社株主に帰属する四半期純利益 231百万円 
 

会計期間 平成29年３月期第３四半期連結累計期間 

１株当たり四半期純利益 2.11円 

１株当たり配当額 0.00円 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に 
帰属する 
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（A） 
百万円 
516,000 

百万円 
11,000 

百万円 
7,500 

百万円 
3,000 

円 銭 
27.37 

今回修正予想（B） 512,000 8,500 5,500 1,000 9.12 

増減額（B-A） △4,000 △2,500 △2,000 △2,000   

増減率（％） △0.8 △22.7 △26.7 △66.7   

（ご参考）前期実績 
（平成28年３月期） 

547,026 10,087 6,206 △6,613 △60.33 
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【公開買付者に係る事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移】 

 

事業内容の概要 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業体制は、製鉄事業、エンジニアリング事業、化学事業、

新素材事業及びシステムソリューション事業です。 

平成28年３月31日現在、当社グループは、当社及び339社の連結子会社並びに103社の持分法適用関連会社

により構成されます。 

各事業を構成している当社及び当社連結子会社において営まれている主な事業の内容及び位置づけは次の

とおりです。 

 

[製鉄事業] 

条鋼(鋼片、軌条、鋼矢板、Ｈ形鋼、その他形鋼、棒鋼、バーインコイル、普通線材、特殊線材)、鋼板(厚

板、中板、熱延薄板類、冷延薄板類、ブリキ、ティンフリースチール、亜鉛めっき鋼板、その他金属めっき

鋼板、塗装鋼板、冷延電気鋼帯)、鋼管(継目無鋼管、鍛接鋼管、電縫鋼管、電弧溶接鋼管、冷けん鋼管、め

っき鋼管、被覆鋼管)、交通産機品（鉄道車両部品、型鍛造品、鍛造アルミホイール、リターダ、環状圧延品、

鍛鋼品）、特殊鋼(ステンレス鋼、機械構造用炭素鋼、構造用合金鋼、ばね鋼、軸受鋼、耐熱鋼、快削鋼、ピ

アノ線材、高抗張力鋼)、鋼材二次製品(スチール・合成セグメント、ＮＳ－ＢＯＸ、メトロデッキ、パンザ

ーマスト、制振鋼板、建築用薄板部材、コラム、溶接材料、ドラム缶、ボルト・ナット・ワッシャー、線材

加工製品、油井管付属品、建築・土木建材製品)、銑鉄・鋼塊他(製鋼用銑、鋳物用銑、鋼塊、鉄鋼スラグ製

品、セメント、鋳物用コークス)、製鉄事業に付帯する事業(機械・電気・計装関係機器の設計・整備・工事

施工、海上運送、港湾運送、陸上運送、荷役、倉庫業、梱包作業、材料試験・分析、作業環境測定、技術情

報の調査、施設運営管理、警備保障業、原料決済関連サービス、製鉄所建設エンジニアリング、操業指導、

製鉄技術供与、ロール)、その他（チタン展伸材、電力、不動産、サービスその他） 

 

[エンジニアリング事業] 

製鉄プラント、産業機械・装置、工業炉、資源循環・環境修復ソリューション、環境プラント、水道工事、

エネルギー設備プラント、化学プラント、タンク、陸上・海底配管工事、エネルギー関連ソリューション、

海洋構造物加工・工事、土木工事、橋梁加工・工事、鋼管杭打工事、建築総合工事、鉄骨工事、トラス、シ

ステム建築製品、免震・制振デバイス 

 

[化学事業] 

ピッチコークス、ピッチ、ナフタリン、無水フタル酸、カーボンブラック、スチレンモノマー、ビスフェ

ノールＡ、スチレン系樹脂、エポキシ系樹脂、無接着剤ＦＰＣ用銅張積層板、液晶ディスプレイ材料、有機

ＥＬ材料、ＵＶ・熱硬化性樹脂材料 

 

[新素材事業] 

圧延金属箔、半導体用ボンディングワイヤ・マイクロボール、半導体封止材用フィラー、炭素繊維複合材、

排気ガス浄化用触媒担体 

 

[システムソリューション事業] 

コンピュータシステムに関するエンジニアリング・コンサルティング 
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主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 (百万円) 4,090,936 4,389,922 5,516,180 5,610,030 4,907,429 

経常利益 (百万円) 143,006 76,931 361,097 451,747 200,929 

親会社株主に帰属する当
期純利益又は 
親会社株主に帰属する当
期純損失(△) 

(百万円) 58,471 △124,567 242,753 214,293 145,419 

包括利益 (百万円) 3,574 158,302 269,248 439,138 △127,770 

純資産額 (百万円) 2,347,343 2,938,283 3,237,995 3,547,059 3,009,075 

総資産額 (百万円) 4,924,711 7,089,498 7,082,288 7,157,929 6,425,043 

１株当たり純資産額 (円) 2,907.79 2,638.19 2,941.09 3,263.03 3,074.28 

１株当たり当期純利益 
金額又は当期純損失金額
(△) 

(円) 92.96 △162.30 266.71 234.82 158.71 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 37.1 33.8 37.9 41.6 43.2 

自己資本利益率 (％) 3.2 △5.9 9.6 7.6 5.1 

株価収益率 (倍) 24.4 ― 10.6 12.9 13.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 237,414 313,317 574,767 710,998 562,956 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △226,096 △327,336 △196,856 △263,667 △242,204 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △31,785 33,332 △367,115 △451,843 △337,555 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 55,747 90,530 105,464 112,994 85,203 

従業員数 (人) 
(人) 

60,508 83,187 84,361 84,447 84,837 

[外、平均臨時従業員数] [11,188] [15,797] [16,802] [15,742] [15,333] 

(注) １  従業員数は各期とも３月31日現在の就業人員数（連結会社から連結会社以外への出向者を除き、連結会

社以外から連結会社への出向者を含む。）であり、嘱託・臨時従業員を含まない。 

２  △はマイナスを示す。 

３  第87期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載していない。第88期、第89期、第90期及び第91期における潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第91期より、

「当期純利益又は当期純損失」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純

損失」としている。 

５  平成27年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、第87期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金

額を算定している。 

６  第88期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため記載していな

い。 
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(2) 公開買付者の経営指標等 

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 (百万円) 2,672,479 2,878,837 3,720,707 3,733,332 3,160,787 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 23,602 △17,487 224,965 276,809 87,956 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 19,606 △150,005 178,222 170,362 83,736 

資本金 (百万円) 419,524 419,524 419,524 419,524 419,524 

発行済株式総数 (千株) 6,806,980 9,503,214 9,503,214 9,503,214 950,321 

純資産額 (百万円) 1,220,223 1,595,372 1,780,449 1,960,121 1,859,650 

総資産額 (百万円) 3,498,597 5,513,037 5,471,384 5,387,945 4,944,667 

１株当たり純資産額 (円) 1,935.97 1,754.92 1,947.76 2,144.42 2,058.02 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
2.5 1.0 5.0 5.5 18.0 

(1.5) (―) (2.0) (2.0) (3.0) 

１株当たり当期純利益 
金額又は当期純損失金額 
(△) 

(円) 31.10 △195.07 195.46 186.37 91.26 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 34.9 28.9 32.5 36.4 37.6 

自己資本利益率 (％) 1.6 △10.7 10.6 9.1 4.4 

株価収益率 (倍) 73.0 ― 14.4 16.2 23.7 

配当性向 (％) 80.4 ― 25.6 29.5 49.3 

従業員数 (人) 
(人) 

16,158 24,510 24,152 23,775 24,903 

[外、平均臨時従業員数] [2,665] [4,415] [4,411] [4,014] [3,890] 

(注) １  従業員数は各期とも３月31日現在の就業人員数（他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む。）

であり、嘱託・臨時従業員を含まない。 

２ △はマイナスを示す。 

３  第87期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載していない。第88期、第89期、第90期及び第91期における潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４  平成27年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、第87期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金

額を算定している。 

５  当社は、平成27年10月１日をもって、10株を１株とする株式併合を実施している。第91期の１株当たり

配当額の記載は、中間配当額3.0円と期末配当額15.0円の合計値としている。なお、当該株式併合を踏

まえて換算した場合、中間配当額は30.0円となるため、期末配当額15.0円を加えた年間配当額は１株に

つき45.0円となる。 

６  第88期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載していない。 
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【対象者に係る主要な経営指標等の推移】 
 

主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 （百万円） 518,981 576,447 617,525 547,026 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △16,878 19,722 19,697 6,206 

親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する当

期純損失（△） 

（百万円） △37,398 17,759 16,947 △6,613 

包括利益 （百万円） △19,827 31,655 55,676 △48,314 

純資産額 （百万円） 179,253 215,958 271,997 217,978 

総資産額 （百万円） 694,250 741,750 770,591 708,167 

１株当たり純資産額 （円） 1,720.29 2,079.89 2,398.36 1,931.19 

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△） 
（円） △393.32 177.72 160.51 △60.33 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） － － － － 

自己資本比率 （％） 24.8 28.0 34.1 29.9 

自己資本利益率 （％） － 9.4 7.2 △2.8 

株価収益率 （倍） － 5.0 9.4 － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 24,714 26,668 39,303 50,532 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △24,889 △19,252 △29,367 △28,281 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 20,112 △11,609 △26,078 △16,579 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 43,269 40,694 26,187 31,344 

従業員数 （人） 6,604 6,656 6,879 6,805 

（注）１．売上高には消費税等を含んでいない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．金額については、表示単位未満を切り捨てて表示している。 

４．対象者は、平成24年10月１日に日新製鋼株式会社と日本金属工業株式会社が経営統合し、共同株式移転の方法により両社を完全子

会社とする株式移転設立完全親会社として設立された。設立に際し、日新製鋼株式会社を取得企業として企業結合会計を行ってい

るため、第１期の連結経営成績は、取得企業である日新製鋼株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結経営成

績を基礎に、日本金属工業株式会社及びその関係会社の平成24年10月１日から平成25年３月31日までの経営成績を連結したものと

なる。 

なお、平成26年４月１日に、対象者を存続会社、日新製鋼株式会社及び日本金属工業株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、

同日付で商号を日新製鋼ホールディングスから日新製鋼株式会社に変更している。 

５．第１期の１株当たり当期純損失金額は、対象者が平成24年10月１日に株式移転により設立された会社であるため、会社設立前の平

成24年４月１日から平成24年９月30日までの期間について、日新製鋼株式会社の期中平均株式数に株式移転比率を乗じた数値を用

いて計算している。 

６．対象者は平成24年10月１日設立のため、第１期以前に係る記載はしていない。 

７．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度より、「当期純利益又は当

期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）」としている。 
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(2) 対象者の経営指標等 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 （百万円） 391 2,261 482,194 418,393 

経常利益 （百万円） 896 1,521 11,190 17,441 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（百万円） 903 1,517 △5,264 5,886 

資本金 （百万円） 30,000 30,000 30,000 30,000 

発行済株式総数 （千株） 109,843 109,843 109,843 109,843 

純資産額 （百万円） 164,121 165,080 174,702 164,527 

総資産額 （百万円） 164,232 165,139 630,344 603,278 

１株当たり純資産額  （円） 1,494.38 1,503.23 1,591.30 1,498.70 

１株当たり配当額 （円） 5.00 15.00 40.00 40.00 

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (15.00) 

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△） 
（円） 8.22 13.82 △49.78 53.62 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） － － － － 

自己資本比率 （％） 99.9 100.0 27.7 27.3 

自己資本利益率 （％） 0.6 0.9 △3.1 3.5 

株価収益率 （倍） 90.4 63.9 － 24.5 

配当性向 （％） 60.8 108.5 － 74.6 

従業員数 （人） － － 4,128 4,042 

（注）１．第３期から「営業収益」を「売上高」に変更している。 

２．売上高には消費税等を含んでいない。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４．金額については、表示単位未満を切り捨てて表示している。 

５．平成26年４月１日付で子会社であった日新製鋼株式会社と日本金属工業株式会社を吸収合併し、純粋持株会社から事業会社に移行

したことにより、営業収益として計上していた関係会社受取配当金を営業外収益に含めて計上する方法に変更したため、第１期の

売上高の金額を変更している。 

６．上記の合併による事業会社への移行並びに合併に伴い抱合せ株式消滅差損を特別損失に計上した影響により、第３期の経営指標等

は第２期と比較して大幅に変動している。 

７．対象者は平成24年10月１日設立のため、第１期の会計期間は平成24年10月１日から平成25年３月31日までとなっている。 
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